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明 細 書

発明の名称 : バンツ型吸収性物品及びその製造方法

技術分野
０００ 本発明は、パンツ型使い捨ておむつ等のパンツ型吸収性物品及びその製造

方法に関する。

背景技術

０００ 従来、着用者の腹側に配される腹側部、着用者の股間部に配される股下部

及び着用者の背側に配される背側部に亘る砂時計状の外装体と、該外装体の

内面側に固定 された吸収性本体とを備え、腹側部における外装体の両側縁部

と背側部における外装体の両側縁部とが接合 されてウエス ト開口部及び一対

のレッグ開口部が形成されているパンツ型吸収性物品が知 られている。

このようなパンツ型吸収性物品を連続生産する際には、外装体の帯状原反

にレッグ開口部形成用の貫通孔や切 り欠きを形成 し、不要な部分を トリムと

して除去するのが一般的である。

０００3 また、従来のパンツ型吸収性物品として、外装体が、着用者の腹側に配さ

れる腹側外装体と、着用者の背側に配される背側外装体とに分割されており

、吸収性本体が、腹側外装体及び背側外装体に架 け渡すように固定 されてい

ると共に、腹側外装体の左右の両側縁部と背側外装体の左右両側縁部とが接

合 されて、腹側及び背側外装体が環状に連結 されているパンツ型吸収性物品

が知 られている。例えば、特許文献 「には、そのようなパンツ型吸収性物品

として、前ベル ト部分及び後ろべル ト部分からなる環状弾性ベル トと吸収性

本体とを備えると共に、後ろべル ト部分 (背側外装体 ) の縦方向の長さを、

前ベル ト部分 (腹側外装体 ) の縦方向の長さよ りも長 く したプルオン衣類が

記載されている。

また、従来のパンツ型吸収性物品として、特許文献 2 には、腹側外装シー

トと背側外装シー トとから形成された筒状の胴回り部と吸収性本体とを備え

、背側外装シー トが背側本体部とその下側に延出する背側延出部とを有 し、



該背側延出部の両側である瞥部カバー部に設けられた第 2 弾性伸縮部材の伸

張率を、背側本体部の中間部および下端部に設けられた第 「弾性伸縮部材の

伸張率よ りも高 く したパンツ型紙おむつが記載されている。

０００ また、外装体が腹側外装体と背側外装体とに分割されたものではないが、

特許文献 3 には、外装体を構成する外側シー トと内側シー トとの間に補助弾

性部材を有 し、該補助弾性部材は、胴周 り側部の側縁近傍に固着された両端

部と、該両端部の間に位置して前記外側シー トと前記内側シー トとに非固着

の中央部とを有する着用物品が記載されている。

０００ また、外装体が腹側外装体と背側外装体とに分割されたものではないが、

特許文献 には、前身頃における外形シー ト (外装体 ) の吸収体と重なる部

分に、外形シー トを構成するシー ト問に配 した伸縮部材を切断 した切断領域

を形成 し、該切断領域の幅を、前身頃のウエス ト開口部側の端部から中間点

までは漸次拡大させ、該中間点から中央寄 り側では一定幅とした使い捨てお

むつが記載されている。

０００ また、木出願人は、先に、吸収性本体と外装体 (外包材 ) とを備えた使い

捨ておむつ等の吸収性物品として、外装体の胴回り部に特定構造の複合伸縮

部から形成された胴回りギヤザ一が設けられているものを提案 した (特許文

献 ， 6 参照 ) 。 これらの吸収性物品における複合伸縮部は、外層シー ト及

び内層シー トが複合伸縮部の伸縮方向及びそれに直交する方向において間欠

的な接合部によ り互いに接合 され、弾性部材が該接合部を通 らないように配

されると共に弾性部材の両端部を除いた部分において外層シー ト及び内層シ

ー トに固定 されておらず、外層シー ト及び内層シー トそれぞれが各 複々数本

の弾性部材に亘って連続 して延びる複数本の襄を形成することによ り構成さ

れているものである。

また、特許文献 7 には、外装体を構成する 2 枚のシー ト問が接合 されたエ

ンボス接合部を散点状に有 し、そのエンボス接合部間を通るように弾性部材

を配した外装体を有するバンツ型物品が記載されており、その外装体におけ

る、レッグ開口部の周縁部を形成する円弧状の縁部に、前記エンボス接合部



とは別に該弾性部材の端部が固定 された弾性部材端固定点、を設けることが記

載されている。

先行技術文献

特許文献

０００ 特許文献 W O ００6 ０「 7 7「 8

特許文献 特開 2 ００8 「 7 868 号公報

特許文献3 特開 2 ００3 8 6 号公報

特許文献 特開 2 ００2 7 3 8 ０8 号公報

特許文献 特開 2 ００8 「 3 ０ 3号公報

特許文献 特開 2 ００8 「 3 「 9 68号公報

特許文献 特開 2 ００8 「 6 「 「 号公報

発明が解決 しようとする課題

０００8 外装体が、着用者の腹側に配される腹側外装体と着用者の背側に配される

背側外装体とに分割されたパンツ型吸収性物品は、外装体の帯状原反からの

トリムの除去を不要としたり、除去すべき トリムの小型化等を図ることがで

きるが、他方において、ウエス ト開口部及び 又はレッグ開口部の締め付け

力を高めなければずれ落ち易 くなるといぅ問題があった。

特許文献 「のプルオン衣類は、後ろべル ト部分の縦方向の長さが、前ベル

ト部分 (腹側外装体 ) の同長さょり長いことにょって、着用者の瞥部の被覆

性が高められている。 しかし、特許文献 「のプルオン衣類においても、ウエ

ス ト開口部及び 又はレッグ開口部の締め付け力を高めなければ、ずれ落ち

易 くなるといぅ問題があった。

特許文献 2 のパンツ型紙おむつは、背側外装シー トの背側延出部に配置す

る弾性伸縮部材の伸張率をエ夫することで、該背側延出部における膨 らみや

捲れを防止 している。また、腹側外装シー トにも、筒状の胴回り部を形成す

る腹側本体部ょり下側に延出する腹側延出部を有 していてもょいことが開示



されている。 しかし、特許文献 2 のパンツ型紙おむつの延出部においては、

股間側に近づくにつれて外装シー トの幅が狭められており、発生する トリム

を完全に不要とすることはできていない。

０００ 本発明 (第 「発明) は、外装体が、着用者の腹側に配される腹側外装体と

着用者の背側に配される背側外装体とに分割されたタイプのパンツ型吸収性

物品でありながら、ずれ落ち防止性に優れたパンツ型吸収性物品に関する。

０００ 外装体が、着用者の腹側に配される腹側外装体と着用者の背側に配される

背側外装体とに分割されたパンツ型吸収性物品は、外装体の帯状原反からの

トリムの除去を不要としたり、除去すべき トリムの小型化等を図ることがで

きるが、着用時にふんどしのような外観を呈するものが多 く、そのような外

観を好まない消費者も多かった。

特許文献 「のプルオン衣類は、後ろべル ト部分の縦方向の長さが、前ベル

ト部分 (腹側外装体 ) の同長さよ り長いことによって、着用者の瞥部の被覆

性が高められている。 しかし、特許文献 「のプルオン衣類においても、特に

着用者の前側から見た外観は好ましいものではなかった。

００ 本発明者らは、腹側外装体及び背側外装体それぞれに、前記サイ ドシール

部よ り下方に延出する延出部分を形成 したパンツ型吸収性物品を検討 したが

、単に延出部分を形成 したのみでは、ふんどしのような外観ではな くなるが

、延出部分の見栄えがあま り良 くなかった。

特許文献 3 も、外装体が腹側外装体と背側外装体とに分割されたおむつ等

の外観の改善を何 ら示唆するものではない。

００ 従って、本発明 (第 2 発明) は、外装体が、着用者の腹側に配される腹側

外装体と着用者の背側に配される背側外装体とに分割されたタイプのパンツ

型吸収性物品でありながら、外観に優れたパンツ型吸収性物品に関する。

００ 3 外装体が、着用者の腹側に配される腹側外装体と着用者の背側に配される

背側外装体とに分割されたパンツ型吸収性物品は、外装体の帯状原反からの

トリムの除去を不要としたり、除去すべき トリムの小型化等を図ることがで

きるが、股下部付近の外観やフィット性の点で改善の余地があった。特許文



献 「のプルオン衣類も同様である。

特許文献 に記載の使い捨ておむつは、外装体が、腹側外装体と背側外装

体とに分割されたパンツ型吸収性物品ではな く、また、股下部付近の外観や

フィット性を改善するものでもない。

００ 従って、本発明 (第 3 発明) は、外装体が、着用者の腹側に配される腹側

外装体と着用者の背側に配される背側外装体とに分割されたタイプの吸収性

物品でありながら、股下部付近の、外観及び 又はフィット性が改善された

吸収性物品に関する。

００ 特許文献 及び 6 に記載の吸収性物品は、胴回り部に前述 した特定構造の

複合伸縮部からなる胴回りギヤザ一を有するものであり、特に内層シー トと

して通気性シー トを用いた場合、外層シー トが形成する襄と内層シー トが形

成する襄とに囲まれた中空部が外装体内に形成されることによって、優れた

ムレ防止性も得 られるものであったが、一層ムレ防止性を向上させた吸収性

物品を外観よ く安定的に製造することが望まれる。特許文献 7 のパンツ型物

品は、弾性部材端固定点を適切な位置に設けるための高精度の制御が必要で

ある。

また、外装体が、着用者の腹側に配される腹側外装体と着用者の背側に配

される背側外装体とに分割されたパンツ型吸収性物品は、外装体の帯状原反

からの トリムの除去を不要としたり、除去すべき トリムの小型化等を図るこ

とができるが、従来のもの、例えば特許文献 「に記載のプルオン衣類は、ム

レ防止性の観点から改善の余地があった。

００ 従って、本発明は、外観がよ く、ムレ防止性及び装着感に優れたパンツ型

吸収性物品を効率よ く製造することのできるパンツ型吸収性物品の製造方法

に関する。

課題を解決するための手段

００ 本発明 (第 「発明) は、着用者の腹側に配される腹側外装体と、着用者の

背側に配される背側外装体と、腹側外装体及び背側外装体に架 け渡すように

固定 された吸収性本体とを具備 し、腹側外装体と背側外装体の吸収性物品縦



方向に沿 う両側縁部に、腹側外装体と背側外装体とを接合 して形成されたサ

イ ドシール部を有するパンツ型吸収性物品であって、腹側外装体及び背側外

装体は、それぞれ、吸収性物品縦方向の長さが前記サイ ドシール部の長さよ

り長 く、それぞれ、該サイ ドシール部よ り下方に延出する延出部分を有 して

おり、腹側外装体の前記延出部分は、吸収性物品の横方向に伸縮性を有 して

いる、パンツ型吸収性物品を提供するものである。

００ 8 また、本発明は、前記のバンツ型吸収性物品の製造方法であって、腹側外

装体連続休と背側外装体連続休とを、両者間に所定の間隔を設けた状態て連

続搬送 しながら、腹側外装体連続休と背側外装体連続休とに吸収性本体を架

け渡すように固定 し、おむつ連続休を得るエ程 と、おむつ連続休を 2 つ折 り

するエ程 と、 2 つ折 りしたおむつ連続休に、腹側外装体連続休及び背側外装

体連続休それぞれの全幅に亘 らないようにサイ ドシール部を形成するエ程 と

、サイ ドシール部形成後のおむつ連続休を個々のおむつに分断するエ程 とを

備えたパンツ型吸収性物品の製造方法を提供するものである。

００ 本発明 (第 2 発明) は、着用者の腹側に配される腹側外装体と、着用者の

背側に配される背側外装体と、腹側外装体及び背側外装体に架 け渡すように

固定 された吸収性本体とを具備 し、腹側外装体と背側外装体の吸収性物品縦

方向に沿 う両側縁部に、腹側外装体と背側外装体とを接合 して形成されたサ

イ ドシール部を有するパンツ型吸収性物品であって、腹側外装体及び背側外

装体は、それぞれ、吸収性物品縦方向の長さが前記サイ ドシール部の長さよ

り長 く、それぞれ、該サイ ドシール部よ り下方に延出する延出部分を有 して

おり、腹側外装体の前記延出部分においては、 2 枚のシー ト問に弾性部材が

配されており、その弾性部材の一木又は複数本は、腹側外装体の側縁部Xは

その近傍に設けられた端部固定部において前 枚のシー ト問に固定 されて

いる一方、端部固定部間においては、該 2 枚のシー トの何れにも固定 されて

おらず、腹側外装体の前記延出部分における吸収性本体と重なる部分に、前

E 枚のシー ト間が接合 された線状接合部が、吸収性物品幅方向に延びて形

成されている、パンツ型吸収性物品を提供するものである。



０００ 本発明 (第 3 発明) は、着用者の腹側に配される腹側外装体と、着用者の

背側に配される背側外装体と、腹側及び背側外装体に架 け渡 して固定 された

吸収性本体とを具備 し、腹側外装体と背側外装体とが環状に連結 されている

パンツ型吸収性物品であって、腹側及び 又は背側外装体における、前記吸

収性本体の長手方向の端部の位置よ り股下部側に、吸収性物品の横方向に伸

縮する第 「帯状伸縮域及びそれよ り股下部側に位置 し、吸収性物品の横方向

に伸縮するする第 2 帯状伸縮域を有 しており、第 「及び第 2 帯状伸縮域は、

それぞれ、腹側Xは背側の外装体を構成する 2 枚のシー ト問に弾性部材を伸

長状態で配 して形成され、且つ前記吸収性本体と重なる部分に該弾性部材の

切断によって形成された非伸縮部を有 しその両側に一対の伸縮部を有 してお

り、第 「帯状伸縮域の非伸縮部と第 2 帯状伸縮域の非伸縮部とで、吸収性物

品横方向の長さが異なる、パンツ型吸収性物品を提供するものである。

００ また、本発明は、前記のパンツ型吸収性物品の製造方法であって、腹側及

び背側外装体の原反である 2 枚の帯状シー トを、両者間に弾性部材を介在さ

せた状態に重ね合わせ、重ね合わせた両帯状シー トを、周面に弾性部材切断

用の凸部を有する凸口一ルと該凸口一ルに対向配置された他の口一ルとの間

に導入 して、該弾性部材を、腹側及び背側外装体の第 「及び第 2 帯状伸縮域

の非伸縮部に対応する部位で切断する弾性部材切断エ程、及び弾性部材切断

エ程後に、前記両帯状シー トを腹側外装体部分と背側外装体部分とに切断 し

て分割する分割エ程を具備する、パンツ型吸収性物品の製造方法を提供する

ものである。

００ 本発明 (第 発明) は、着用者の腹側に配される腹側外装体と、着用者の

背側に配される背側外装体と、腹側外装体及び背側外装体に架 け渡すように

固定 された吸収性本体とを具備 し、腹側外装体の両側縁部と背側外装体の両

側縁部とが接合 されて一対のサイ ドシール部が形成されているパンツ型吸収

性物品の製造方法であって、 2 枚の帯状シー トを、複数本の弾性部材を介在

させて重ね合わせる重合エ程、重ね合わせた 2 枚の帯状シー トに、流れ方向

に接合部が直列状態に並んだ 3 木以上の接合部列が形成され且つ複数本の弾



性部材それぞれの両側に接合部列が位置するように、接合部を形成 して両帯

状シー トが部分的に接合 された複合シー トを得る接合エ程、複合シー トを、

一つの接合部列を構成する複数個の接合部のそれぞれが流れ方向に交差する

方向に 2 分されるように分割 し、 2 木の細幅帯状シー トを得る分割エ程、 2

木の細幅帯状シー トを、両者間に間隔を設けて連続搬送 しながら、 2 木の細

幅帯状シー トに吸収性本体を架 け渡すように固定 して吸収性物品連続休を得

る吸収性本体固定エ程、吸収性物品連続休をその幅方向に 2 つ折 りする 2 つ

折 りエ程、及び、 2 つ折 りした吸収性物品連続休にサイ ドシール部を形成 し

、該吸収性物品連続休を切断 して個々のパンツ型吸収性物品を得る切断エ程

を具備する、パンツ型吸収性物品の製造方法を提供するものである。

図 図 「 ( a ) ～図 「 ( c ) は、本発明の一実施形態であるパンツ型使い捨

ておむつの使用状態 (着用状態 ) を示す図であり、図 「 ( a ) は、腹側部側

から見た図、図 「 ( b ) は、側方から見た図、図 「 ( c ) は、背側部側から

見た図である。

図 図 2 は、図 「 ( a ) ～図 「 ( c ) に示すパンツ型使い捨ておむつの展開

且つ伸張状態を示す一部破断平面図である。展開且つ伸長状態とは、サイ ド

シール部を引き剥が して、パンツ型吸収性物品を展開状態とし、その展開状

態の吸収性物品を、各部の弾性部材を伸長させて、設計寸法 (弾性部材の影

響を一切排除した状態で平面状に広げたときの寸法と同 じ) となるまで拡げ

た状態をいう。

図3 図 3 は、図 「 ( a ) ～図 「 ( c ) に示すパンツ型使い捨ておむつにおけ

る腹側Xは背側外装体を示す一部破断拡大図である。

図 図 ( a ) 及び図 ( b ) は、図 「 ( a ) ～図 「 ( c ) に示すパンツ型

使い捨ておむつにおける延出部分伸縮部のおむつ横方向に沿 う断面を示す図

であり、図 ( a ) は、弾性部材 2 を伸長させて襄をな く した状態、図

( b ) は弾性部材 2 が収縮 して襄 2 9 が形成されている状態を示す図であ

る。



図 図 は、図 「 ( a ) ～図 「 ( c ) に示すパンツ型使い捨ておむつの好ま

しい製造方法を示す図である。

図 図 6 は、本発明の他の実施形態のパンツ型使い捨ておむつを腹側外装体

側から見た一部破断平面図である。

図 図 7 は、本発明の更に他の実施形態のパンツ型使い捨ておむつにおける

股下部の断面を示す断面図である。

図8 図 8 は、図 7 に示すバンツ型使い捨ておむつにおける、背側外装体又は

腹側外装体の延出部分の断面を示す断面図である。

図 図 9 は、図 「 ( a ) ～図 「 ( c ) に示すパンツ型使い捨ておむつの他の

好ましい製造方法を示す図である。

図 ０図 「０ (a ) ～図 「０ (c ) は、本発明の一実施形態であるパンツ型

使い捨ておむつの使用状態 (着用状態 ) を示す図であり、図 「０ (a ) は、

腹側部側から見た図、図 「０ (b ) は、側方から見た図、図 「０ (c ) は、

背側部側から見た図である。

図 図 「 「は、図 「０ (a ) ～図 「０ (c ) に示すパンツ型使い捨ておむ

つの展開且つ伸張状態を示す一部破断平面図である。展開且つ伸長状態とは

、サイ ドシール部を引き剥が して、パンツ型吸収性物品を展開状態とし、そ

の展開状態の吸収性物品を、各部の弾性部材を伸長させて、設計寸法 (弾性

部材の影響を一切排除した状態で平面状に広げたときの寸法と同 じ) となる

まで拡げた状態をいう。

図 図 1 2 は、図 「０ (a ) ～図 「０ (c ) に示すパンツ型使い捨ておむ

つの腹側部側をおむつ外面側から見た伸長状態の一部破断拡大図である。

図 3 図 1 3 は、図 「０ (a ) ～図 「０ (c ) に示すパンツ型使い捨ておむ

つの背側部側をおむつ外面側から見た伸長状態の一部破断拡大図である。

図 図 1 (a ) 及び図 1 (b ) は、図 「０ (a ) ～図 「０ (c ) に示

すパンツ型使い捨ておむつにおける延出部分伸縮部のおむつ横方向に沿 う断

面を示す図であり、図 1 (a は、弾性部材 2 を伸長させて襄をな く し

た状態、図 1 (b ) は弾性部材 2 が収縮 して襄 2 9が形成されている状



態を示す図である。

図 図 1 は、図 「０ a ) ～図 「０ c ) に示すパンツ型使い捨ておむ

つの好ましい製造方法を示す図である。

図 図 1 6 は、本発明の他の実施形態であるパンツ型使い捨ておむつを示

す図 (図 1 2 相当図) である。

図 図 1 7 ( a ) ～図 1 7 ( c ) は、本発明の一実施形態であるパンツ型

使い捨ておむつの使用状態 (着用状態 ) を示す図であり、図 1 7 ( a ) は、

腹側部側から見た図、図 1 7 ( b ) は、側方から見た図、図 1 7 ( c ) は、

背側部側から見た図である。

図 8 図 1 8 は、図 1 7 ( a ) ～図 1 7 ( c ) に示すパンツ型使い捨ておむ

つの展開且つ伸張状態を示す一部破断概略平面図である。展開且つ伸長状態

とは、サイ ドシール部を引き剥が して、パンツ型吸収性物品を展開状態とし

、その展開状態の吸収性物品を、各部の弾性部材を伸長させて、設計寸法 (

弾性部材の影響を一切排除した状態で平面状に広げたときの寸法と同 じ) と

なるまで拡げた状態をいう。

図 図 1 9 は、図 1 7 ( a ) ～図 1 7 ( c ) に示すパンツ型使い捨ておむ

つの腹側部側をおむつ外面側から見た伸長状態の一部破断拡大図である。

図 ０図 2 ０は、図 1 7 ( a ) ～図 1 7 ( c ) に示すパンツ型使い捨ておむ

つの背側部側をおむつ外面側から見た伸長状態の一部破断拡大図である。

図 図 2 1 は、図 1 7 ( a ) ～図 1 7 ( c ) に示すパンツ型使い捨ておむ

つにおける背側延出部伸縮部のおむつ横方向に沿 う断面を示す図であり、図

2 「 ( a ) は、弾性部材 2 を伸長させて襄をな く した状態、図 2 ( b )

は弾性部材 2 が収縮 して襄 3 ０が形成されている状態を示す図である。

図 図 2 は、本発明の第 「０実施形態であるパンツ型使い捨ておむつを

示す模式展開平面図である。

図 図 2 3 は、本発明の第 「 「実施形態であるパンツ型使い捨ておむつを

示す模式展開平面図である。

図 図 2 は、本発明の第 1 2 実施形態であるパンツ型使い捨ておむつを



示す模式展開平面図である。

図 図 2 は、本発明のパンツ型吸収性物品の製造方法の一実施態様を示

す概略図である。

図 図 2 6 は、本発明のパンツ型吸収性物品の製造方法の一実施態様で製

造するパンツ型使い捨ておむつにおける腹側Xは背側外装体を示す一部破断

拡大図である。

図 図 2 7 は、本発明のパンツ型吸収性物品の製造方法の一実施態様にお

ける分割エ程の詳細を示す斜視図である。

図 8 図 2 8 は、本発明のパンツ型吸収性物品の製造方法の一実施態様で得

れるパンツ型吸収性物品の腹側外装体又は背側外装体の下端部を示す斜視図

である。

発明の詳細な説明

以下、本発明を、その好ましい実施形態に基づき図面を参照 しながら説明

する。

本発明の第 「実施形態 (第 「発明の一実施形態 ) であるパンツ型使い捨て

おむつ 「 (以下、おむつ 「ともいう ) は、図 「 ( a ) ～図 「 ( c ) 及び図 2

に示すように、着用者の腹側に配される腹側外装体 2 A と、着用者の背側に

配される背側外装体 2 と、腹側外装体 2 A及び背側外装体 2 に架 け渡す

ように固定 された吸収性本体 3 とを具備 し、腹側外装体 2 Aの側縁部 2 a

2 a と背側外装体 2 の側縁部 2 b b とが接合 されて一対のサイ ドシー

ル部 ， が形成されている。

また、腹側外装体 2 A及び背側外装体 2 は、それぞれ、吸収性物品縦方

向の長さ」a ， 」b が、サイ ドシール部 の長さ」 よ り長 く、それぞれ、

該サイ ドシール部 よ り下方に延出する延出部分 2 「 a ， 2 「 b を有 してい

る。また、腹側外装体 2 Aの前記延出部分 2 「 a における、吸収性本体 3 の

両側縁それぞれよ り外方に位置する部分が、吸収性物品の横方向 ( Y方向)

に伸縮性を有 している。 ここで、吸収性物品の横方向に伸縮性を有するとは

、横方向 ( Y方向) のみに伸縮性を有する場合に限られず、横方向 ( Y方向



及び縦方向 ( X方向) に伸縮性を有 していても良い。また、平面内の全方

向に伸縮するものであっても良い。

００ おむつ 「についてよ り詳細に説明する。

おむつ 「は、図 「 ( a ) ～図 「 ( c ) 及び図 2 に示すように、着用時に、

着用者の腹側に配される腹側部 A と、着用者の背側に配される背側部 と、

腹側部 A と背側部 との間に位置 し、着用者の股間部に配される股下部 C を

有 している。おむつ (吸収性物品) 「の縦方向は、おむつ 「の展開且つ伸張

状態 (図 2 参照 ) において、腹側部 Aから股下部 C を経て背側部 に亘る方

向又はその逆方向 (図 2 中X方向) であり、おむつ (吸収性物品) 「の横方

向は、その縦方向に直交する方向 (図 2 中Y方向) である。

００ おむつ 「の吸収性本体 3 は、図 2 に示すように、液透過性の表面シー ト3

「、液不透過性又は掻水性の裏面シー ト3 、及び両シー ト3 「、 3 間に

介在配置された液保持性の吸収性コア 3 3 を有 しており、X方向に長い長方

形状に形成されている。

吸収性本体 3 の長手方向の両側部には、液抵抗性ないし換水性で且つ通気

性の素材から構成された側方カ フス 3 3 が形成されている。各側方カ

フス 3 の自由端の近傍には、側方カ フス弾性部材 3 が伸長状態で配され

ている。おむつ 「を着用させる際には、側方カ フス弾性部材 3 が収縮する

ことによ り側方カ フス 3 が起立し、吸収性本体 3 から幅方向外方への液の

流出が阻止される。表面シー ト3 「、裏面シー ト3 及び吸収性コア 3 3 と

しては、それぞれ、この種の吸収性物品に従来用いられているものと同様の

ものを用いることができる。吸収性本体 3 の外側には不織布やフィルム等の

外装シー トが配されている。外装シー トは裏面シー ト3 と一体化されてい

てもよい。

００ 腹側外装体 2 A は、おむつ 「の展開且つ伸長状態 (図 2 参照 ) において、

横長の長方形状をな しており、おむつ縦方向 ( X方向) に沿 う左右一対の側

縁部 2 a a と、おむつ横方向 ( Y方向) に沿 う上下一対の端縁部 2 C

2 d とを有 している。背側外装体 2 も、同様に、横長の長方形状をな して



おり、おむつ縦方向 ( X方向) に沿 う左右一対の側縁部 2 b b と、おむ

つ横方向 ( Y方向) に沿 う上下一対の端縁部 2 C d とを有 している。腹

側外装体 2 A と背側外装体 2 は、図 2 のようにおむつ縦方向 ( X方向) の

長さがおむつ横方向 ( Y方向) において均一である。

そして、腹側外装体 2 Aの側縁部 2 a の一 a と、背側外装体 2 の

側縁部 2 bの一 b とが接合 されていることによって、おむつ 「には、

サイ ドシール部 ， 、ウエス ト開口部 及び一対のレッグ開口部 6 ， 6 が

形成されている。 この接合には、例えばヒー トシール、高周波シール、超音

波シール、接着剤等が用いられる。図 「 ( a ) ～図 「 ( c ) には、ウエス ト

開口部 に幼児の胴部 7 a 、レッグ開口部 6 ， 6 に幼児の脚部 7 b 7 bが

挿通 された状態が示されている。

００ 8 吸収性本体 3 は、長手方向の一端側 (腹側外装体 2 A と重なっている部分

) が、腹側外装体 2 AのY方向の中央部に接着剤を介 して固定 され、長手方

向の他端側 (背側外装体 2 と重なっている部分 ) が、背側外装体 2 のY

方向の中央部に接着剤を介 して固定 されている。

００ 腹側外装体 2 A及び背側外装体 2 Bは、伸長状態でシー トに配された弾性

部材 2 の収縮によ りギヤザ一を形成するものについては、図 2 に示すよう

に、弾性部材 2 を伸長させた状態で横長長方形状であることが好ましく、

後述する第 3 実施形態のおむつのように、実質的に非伸長状態で伸長可能な

不織布に固定 された弾性フィラメ ン ト等によ り伸縮性を発現するものは、実

質的に非伸長状態で横長長方形状であることが好ましい。

また、弾性フィラメ ン トを不織布間に固定 した後、互いに噛み合 う歯溝を

有する一対の押 し型間に噛み込ませて伸縮性を付与 した伸縮シー ト等の伸縮

シー トを伸長状態下に非伸長性シー トと接合 し、両シー トからなる腹側外装

体や背側外装体を得た場合は、該伸縮シー トが非伸長性シー トによ り延びど

まるまで伸長させた状態における形状が、横長長方形状であることが好まし

０００ サイ ドシール部 は、図 2 に示すように、腹側外装体 2 Aの長さ」a 及び



背側外装体 2 の長さ bの何れよ りも短 く形成されており、腹側外装体 2

A及び背側外装体 2 には、それぞれ、サイ ドシール部 よ り下方 (着用時

における下方， 図 「 ( a ) ～図 「 ( c ) の各図における下方 ) に延出する延

出部分 2 「 a ， 2 「 b が形成されている。

００3 おむつ 「における腹側外装体 2 A及び背側外装体 2 は何れも、図 3 に示

すように、おむつの外面をなす外層シー ト2 と、外層シー ト2 の内面側

に配された内層シー ト2 3 と、両シー ト2 3間に配された複数本の糸

状の弾性部材 2 とを備えており、それぞれ、ウエス ト伸縮部 G 「， 胴回り

伸縮 及び延出部分伸縮 を有 している。

ウエス ト伸縮部 G 「は、おむつ 「の縦方向 ( X方向) において、吸収性本

体 3 の長手方向の端部 3 a 3 bそれぞれよ り外方に形成されており、延出

部分伸縮 は、腹側外装体 2 Aの延出部分 2 「 a 及び背側外装体 2 の

延出部分 2 「 b に形成されており、胴回り伸縮 は、腹側外装体 2 A及

び背側外装体 2 のそれぞれにおいて、X方向におけるウエス ト伸縮部 G 「

と延出部分伸縮部 G 3 との間に形成されている。胴回り伸縮 及び延出

部分伸縮 は、おむつ 「の横方向 ( Y方向) における、少な く とも、吸

収性本体 3 の長手方向の両側縁それぞれよ り外方に位置する部分において伸

縮性を発現する。なお、図 3 には、吸収性本体 3 が配置される位置を 2 点鎖

線で示 してある。

００3 ウエス ト伸縮部 G 「， 胴回り伸縮 及び延出部分伸縮部 G 3 において

は、外層シー ト2 と内層シー ト2 3 との間が、散点状に形成された多数の

接合部 2 において接合 されている。よ り具体的には、おむつ 「の縦方向 (

X方向) に接合 6が間欠的に直列配置されてなる縦接合部列が、おむつ

「の横方向 ( Y方向) に複数列形成されている。また、それらの縦接合部列

における各接合部のX方向の位置も全ての縦接合部列において一致 している

００33 そして、伸縮部 G ～G 3 の何れにおいても、複数本の弾性部材 2 が、

それぞれ、縦方向に隣接する接合部 2 6間を通るように配されている。また



、各弾性部材 2 は、後述する端部固定部 2 7 又は吸収性本体側固定部 2

においてシー ト2 3間に固定 されている一方、それ以外の部位におい

ては、シー ト2 3の何れにも固定 されていない。

００3 腹側外装体 2 Aのウエス ト伸縮部 G 「は、腹側外装体 2 Aの両側縁部 2 a

a に、外層シー ト2 と内層シー ト2 3 との間が接着剤を介 して接合 さ

れた一対の端部固定部 2 7 を有 している (図 3 参照 ) 。ウエス ト伸縮部 G 「

に配された弾性部材 2 は、一対の端部固定部 2 7 それぞれにおいてシー ト

2 3間に固定 されている一方、端部固定部 2 7 間においては、シー ト

2 3の何れにも固定 されていない。背側外装体 2 のウエス ト伸縮部

G 「についても同様である。

腹側外装体 2 Aの胴回り伸縮 及び延出部分伸縮 は、何れも、

腹側外装体 2 Aの一方の側縁部に、外層シー ト2 と内層シー ト2 3 との間

が接着剤を介 して接合 された端部固定部 2 7 を有 しており、また、吸収性本

体 3 の側縁 3 C の位置の近傍に、外層シー ト2 と内層シー ト2 3 との間が

接着剤を介 して接合 された吸収性本体側固定部 2 8 を有 している。胴回り伸

縮 及び延出部分伸縮 に配された弾性部材 2 は、端部固定部 2

7 と吸収性本体側固定部 2 8のそれぞれにおいてシー ト2 2 3間に固定

されている一方、端部固定部 2 7 と吸収性本体側固定部 2 8 との間において

は、シー ト2 2 3の何れにも固定 されていない。背側外装体 2 におけ

る、胴回り伸縮部 G 及び延出部分伸縮部 G 3 についても同様である。

００3 吸収性本体側固定部 2 8 は、図 3 に示すように、吸収性本体 3 の側縁 3 C

の内外に亘るように形成されていても良いが、その全体が吸収性本体 3 と重

なるように形成されていても良い。その全体が吸収性本体 3 と重なっている

態様には、吸収性本体側固定部 2 8のおむつ横方向外側の端部の位置と吸収

性本体 3 の側縁 3 C の位置とが一致する態様 と、吸収性本体側固定部 2 8が

、吸収性本体 3 の側縁 3 C との間に所定の間隔を設けて形成されている態様

との両者が含まれる。

また、吸収性本体側固定部 2 8 を、吸収性本体 3 の側縁 3 C よ りおむつ横



方向の外方に形成することもできる。

００3 ウエス ト伸縮部 G 「， 胴回り伸縮 及び延出部分伸縮部 G 3 のそれぞ

れにおいては、弾性部材 2 が収縮することによ り、隣接する縦接合部列間

のシー ト2 及び 2 3が外方に膨 らむように変形 して、隣接する縦接合部列

間にシー ト2 又はシー ト2 3からなる襄 2 9 が生 じると共に、両シー ト2

2 ， 2 3間には、襄 2 9 と襄 2 9 とに周囲を囲まれた中空 3 ０が形成され

る 図 ( b ) 参照 。襄 2 9 や中空 3 ０が形成されることによ り、腹側

外装体 2 A及び背側外装体 2 の柔 らかさが向上 して肌触 り等が向上する他

、肌当接面側に形成される襄 2 9 間を空気が流通 し易 くムレ防止性にも優れ

ている。特に、内層シー ト2 3 を、不織布等の通気性シー トで形成 した場合

等においては、おむつ 「内の湿気を外部に一層逃が しやすくなる。

００3 本実施形態のおむつ 「においては、腹側外装体 2 A及び背側外装体 2 に

前述 した延出部分 2 「 a ， 2 「 b が形成されているため、おむつ 「を着用 し

たときに、腹側外装体 2 A及び背側外装体 2 の延出部分 2 「 a ， 2 「 b に

存する側縁部 2 a bが、図 「 ( b ) に示すように、腹側部方向と背側部

方向に分かれて逆 Y字状に開き、脚部 7 bの脚回りに沿った、下方に向けて

凹状の縁部を形成する。 しかも、腹側外装体 2 A及び 又は背側外装体 2

の延出部分 2 「 a ， 2 「 b に延出部分伸縮部 G 3 が位置 し、該延出部分 2 「

a ， 2 「 b におむつ横方向の伸縮性が付与されているため、延出部分 2 「 a

， 2 「 b の縁部が、脚部 7 bの上部に柔軟に当たって、おむつ 「の下方への

ずれ落ちを効果的に防止する。

また、延出部分伸縮 の伸縮応力が、着用時に、身体を締め付けるウ

エス ト伸縮部 G 「や胴回り伸縮 の伸縮応力を更に強めるように機能 し

、身体へのフィット性が高まる。

そのため、おむつ 「によれば、ウエス ト開口部 やレッグ開口部 6 の締め

付け力を過度に高めたりすることな く、優れたずれ落ち防止性が得 られる。

００3 また、延出部分 2 「 a ， 2 「 b が、吸収性本体 3 の両側縁よ りおむつ横方

向外方に延出すると共に、その延出した部分が適度に収縮 して、前記縁部 2



a ， 2 bが、図 「 ( b ) に示すように、吸収性本体 3 と共に一体感のあるレ

ッグ開口部の周縁部の形状をなすため、見栄えもよ く、またモ レへの不安感

を与えない。

００3 また、おむつ 「においては、腹側外装体 2 A 及び背側外装体 2 に延出部

分 2 「 a ， 2 「 b が形成されているため、図 「 ( b ) に示すように、サイ ド

シール部 が比較的まっすぐな状態を維持 し易いため、腹側部 A と背側部

にバランスよ く均等な締め付け力を付与することができる。

０００ また、おむつ 「においては、腹側外装体 2 A の延出部分 2 「 a のみならず

、背側外装体 2 の延出部分 2 「 b にも、おむつ横方向の伸縮性が付与され

ている。そのため、ずれ落ち防止性が一層向上 している。

００ また、おむつ 「においては、延出部分伸縮 において、各弾性部材 2

は、端部固定部 2 7及び吸収性本体側固定部 2 8 においてシー ト2 ， 2

3 間に固定 されている一方、それら以外の部位においては、シー ト2 ， 2

3 の何れにも固定 されていない。そのため、弾性部材 2 の伸縮力が阻害さ

れず、襄が安定 して形成されるとともに、端部固定部 2 7 が吸収性本体側に

引き寄せられて、図 「 ( b ) に示すように、脚部 7 bの脚回りに沿った、下

方に向けた凹状の縁部が、弾性部材 2 の伸張率を過度に増大させな くても

容易に形成できる。

また、各弾性部材 2 は、接合部 2 6 では固定 されておらず、各弾性部材

2 は、接合 6 で拘束されずに、その長手方向の広範囲で自由に伸縮可

能である。また、おむつ 「の縦方向 ( X方向) に隣接する接合部 2 6

間でおむつ縦方向に移動可能である。そのため、おむつ 「の装着後の排尿後

に、尿の吸収によ り重量が増 した吸収性本体が垂れ下がった場合に、弾性部

材 2 がやや斜めに傾斜 した状態となって、ウエス ト方向への引き上げ力を

発揮することができる。弾性部材 2 4が接合部 2 6 間でおむつ縦方向

に移動 し易 くする観点から、おむつ縦方向に隣 り合 う接合部間の間隔は、そ

の間に配する弾性部材 2 のおむつ縦方向の幅 (弾性部材が断面円形の場合

は弾性部材の直径 ) の 2 ～「００倍であることが好ましく、 ～ ０倍であ



ることがよ り好ましい。

また、延出部分伸縮 における弾性部材 2 は、端部固定部 2 7及び

吸収性本体側固定部 2 8 においてシー ト2 3間に固定するのに代えて

、一対の端部固定部 2 7 7 のみにおいてシー ト2 3間に固定 し、

端部固定部 2 7 7 どう し問においてはシー ト2 3の何れにも固定

しない形態とすることもできる。その場合にも同様の効果が得 られる。

００ 延出部分 2 「 a ， 2 「 b それぞれのおむつ横方向の伸縮性の程度は、展開

かつ伸長状態のおむつ 「における、延出部分 2 「 a ， 2 「 b それぞれの、吸

収性本体 3 の側縁 3 C からおむつ横方向外方に延出する長さを 「００ と

したとき、収縮状態における同長さが、 9 ０～「 となることが好ましく

6 ０～2 ０ となることがよ り好ましく、 ０～2 となることが更に

好ましくい。

００ 3 ｱ述 した効果の一又は二以上が一層確実に奏 されるようにする観点から、

腹側外装体 2 A 及び背側外装体 2 は、それぞれ、前記延出部分 2 「 a ， 2

「 b の延出長さ」 ， 」6 が、該サイ ドシール部 の長さ」 の ～「 ０
であることが好ましく、 2 ～7 ０ であることがよ り好ましい。

また、同様の観点から、腹側外装体 2 A の延出部分 2 「 a の延出長さ」
は、腹側外装体 2 A の長さ」a の ～6 ０ 、特に 2 ０～ ０ であること

が好ましく、背側外装体 2 の延出部分 2 「 b の延出長さ」6 は、背側外装

体 2 の長さ」b の ～6 ０ 、特に 2 ０～ ０ であることが好ましい。

なお、延出部分 2 「 a ， 2 「 b それぞれの延出長さ」 ， 」6 は、 「 O

以上であることが好ましく、 2 ０m 以上であることがよ り好ましい。

幼児用のおむつの場合、延出部分 2 「 a ， 2 「 b それぞれの延出長さ」
， 」6 は、 「０～「０O であることがよ り好ましく、更に好ましくは 2

０～7 ０ である。成人用のおむつの場合、延出部分 2 「 a ， 2 「 b それ

ぞれの延出長さ」 ， 」6 は、 「０～「 ０ であることがよ り好ましく

、更に好ましくは 2 ０～「００である。

００ また、腹側外装体 2 A と背側外装体 2 とは、着用者を前側から見たとき



に見える肌の露出部分を減 らして漏れに対する不安感を低減する観点からは

、前記延出部分 2 「 a ， 2 「 b の延出長さ」 ， 」6 がほぼ等 しいことが好

ましい。延出部分 2 「 a ， 2 「 b の延出長さ」 ， 」6 がほぼ等 しいとは、

腹側外装体 2 Aの延出部分 2 「 a の延出長さ」 と、背側外装体 2 の延出

部分 2 「 b の延出長さ」6 との差が、 以下の関係を有する場合をいう

００ 他方、腹側外装体 2 A及び背側外装体 2 の両者に延出部分 2 「 a ， 2 「

b を形成すると共に背側外装体 2 の延出部分 2 「 b の延出長さ」6 を、腹

側外装体 2 Aの延出部分 2 「 a の延出長さ」 よ りも長 くすることも好まし

い。 このような形態のパンツ型吸収性物品によれば、瞥部を被覆 して過度の

露出を防止 しつつ、着用者の股部前側もある程度覆 う ことができるため、外

観に優れたおむつとなる。 このような観点から、前記延出長さ」6 は、前記

延出長さ」 の 「・ 「～2 ・ 倍の長さとすることがよ り好ましい。

また、背側外装体 2 の延出部分 2 「 b を腹側外装体 2 Aの延出部分 2 「

a よ り長 く した形態のパンツ型吸収性物品においては、背側外装体 2 の延

出部分 2 「 b のみに伸縮性を持たせることも、着用者の後ろ側のフィット性

と外観が向上の観点から好ましい。

００ なお、外層シー ト2 及び内層シー ト2 3 は、ウエス ト開口部の開口周縁

端をなす端縁部 2 dにおいて内層シー ト2 3 に折 り返 された延出折 り返 し

部 2 a 3 を有 しており、延出折 り返 し部 2 a 3 は、サイ ド

シール部 において、外層シー ト2 及び内層シー ト2 3の折 り返 されてい

ない部分と接合 されていると共に、吸収性本体 3 の長手方向と重なる部分が

、接着剤によ り該吸収性本体 3 の表面シー ト側の面に接合 されている。

００ 外層シー ト2 及び内層シー ト2 3 としては、この種の物品に従来使用さ

れている各種のシー ト材を特に制限な く用いることができるが、不織布であ

ることが好ましく、特に柔軟性等の観点から、エアースルー不織布、ヒー ト

ロール不織布、スパンレース不織布、スパンボン ド不織布、メル トブローン

不織布等からなる単層の不織布又は 2 層以上の積層不織布であることが好ま



しい。また、これらの不織布とフィルムとを一体化 したシー トでもよい。弾

性部材 2 の形成材料としては、使い捨ておむつや生理用ナプキン等の吸収

性物品に用いられる各種公知の弾性材料を特に制限な く用いることができる

。弾性材料としては、例えば、スチ レン一ブタジェン、ブタジェン、イソプ

レン、ネオプレン等の合成ゴム、天然ゴム、三 V A 、伸縮性ポ リオ レフィン

、ポ リウレタン等を挙げることができる。弾性部材の形態としては、断面が

矩形、正方形、円形、多角形状等の糸状 (糸ゴム等 ) 若 しくは紐状 (平ゴム

等 ) のもの、又はマルチフィラメ ン トタイプの糸状のもの等を好ましく用い

ることができる。

００ 8 次に、第 「実施形態のパンツ型使い捨ておむつ 「の好ましい製造方法につ

いて図 を参照 して説明する。本実施態様の製造方法は、おむつ 「を連続的

に製造する方法である。

本実施態様の製造方法においては、図 に示すように、外層シー トの原反

である幅広の帯状シー ト「 2 と、内層シー トの原反である幅広の帯状シー

ト「 2 3 とを、両者間に弾性部材 2 4 を伸長状態で介在させた状態に重ね合

わせる。両帯状シー ト「 2 ， 「 2 3 を重ね合わせる前には、図示 しない接

着剤塗エ機で、帯状シー ト「 2 及び 又は帯状シー ト「 2 3 に、端部固定

部 2 7及び吸収性本体側固定部 2 8形成用の接着剤を間欠的に塗エ しておき

、ニップロール 9 ０による加圧によ り、弾性部材 2 が、両固定部 2 7 ， 2

8 において帯状シー ト「 2 ， 「 2 3間に固定 されるようにする。

００ 次いで、重ね合わせた両帯状シー ト「 2 ， 「 2 3 を、周面に接合部 2 6

形成用の凸部及び弾性部材 2 切断用の凸部が形成された加圧口一ル 9 「と

、加圧口一ル 9 「と対向配置されたアンビルロール 9 との間に導入 して部

分的に加圧及び加熱することによ り、上述 した多数の接合 6 を形成する

と共に、吸収性本体 3 が配置される部位の弾性部材 2 を切断する。

次いで、弾性部材 2 が介在された状態で積層された両帯状シー ト「 2

， 「 2 3 を、分割手段 9 3 によ り、 2 木の帯状シー ト「０ A ， 「０ に

分割する。分割によ り生 じた 2 木の帯状シー ト「０ A ， 「０ は、腹側



外装体連続休 「０ A及び背側外装体連続休 「０ として用いられる。腹

側外装体連続休 「０ Aは、概ね、複数個分のおむつ 「の腹側外装体 2 Aが

連続 した構成を有 し、背側外装体連続休 「０ は、概ね、複数個分のおむ

つ 「の背側外装体 2 が連続 した構成を有 している。

分割手段としては、シー トを連続的に切断 し得る各種公知の切断装置を用

いることができ、例えば、シー トの流れ方向の上流側にカ ッタ一刃を備えた

ものや、周面又は周縁部に環状の刃を有する円筒又は円盤状のカ ッタ一、レ

ーザーカ ッタ一、高圧水流カ ッタ一等を用いることができる。分割手段によ

り分割する方法は、加圧口一ル 9 「等の軸長方向の寸法を短 くできる等の利

点がある。

０００ 次いで、腹側外装体連続休 「０ A と背側外装体連続休 「０ とを、両

者間に所定の間隔を設けた状態て連続搬送 しながら、腹側外装体連続休 「０

2 A と背側外装体連続休 「０ とに、吸収性本体 3 を架 け渡すように固定

する。吸収性本体 3 の固定のために、吸収性本体 3 の裏面シー ト側の面及び

又は両連続休 「０ A ， 「０ の対向面に接着剤を塗エ しておく。また

、本実施態様においては、腹側外装体連続休 「０ A と背側外装体連続休 「

０ それぞれの流れ方向に沿 う一方の側部 「０ A ， 「０ を、吸

収性本体 3 の両端部を覆 うように折 り返 し、折 り返 した部分を該両端部に固

定 している。

００ そして、このようにして得 られたおむつ連続休 「０「を 2 つ折 りし、次い

で、サイ ドシール部 ， を、ヒー トシール、超音波シール、高周波シール

、接着剤等、またはこれらの手段を組み合わせて形成する。サイ ドシール部

， の形成には、一対のシールロールを備えたシール装置 (図示せず) が

好ましく用いられる。また、おむつ連続休 「０「の 2 つ折 りは、腹側外装体

連続休 「０ Aの側部 「０ A の折 り返 し及び背側外装体連続休 「０
の側部 「０ の折 り返 しによ り生 じた縁部 「０「 どう しが重なるよう

に行 う。

そして、サイ ドシール部 ， の形成後に、おむつ連続休 「０「を公知の



切断手段 (図示せず) によ り、個々のおむつ 「の寸法に切断する。 これによ

り、上述 した構成のパンツ型使い捨ておむつ 「が得 られる。サイ ドシール部

， は、腹側外装体連続休 「０ A及び背側外装体連続休 「０ それぞ

れの全幅に亘 らないように形成 し、おむつ 「の腹側外装体 2 A及び背側外装

体 2 に上述 した延出部分 2 「 a ， 2 「 b が形成されるようにする。

００ 本実施態様の製造方法に関し、特に説明しない点は、従来の、いわゆる横

流れ方式のパンツ型使い捨ておむつの製造方法と同様にして製造することが

できる。例えば、腹側外装体連続休 「０ A及び背側外装体連続休 「０

上に配置する吸収性本体 3 は、吸収性本体が長手方向に連続 した構成の吸収

性本体連続休 「０3 を公知の方法によ り製造 した後、これをおむつ 「個分の

寸法に切断 して得ることができる。また、得 られた吸収性本体 3 は、それぞ

れ 9 ０度回転 した上で、腹側外装体連続休 「０ A及び背側外装体連続休 「

０ ｱに間欠的に配置することができる。

００ 3 また、第 「実施形態のおむつ 「は、このように、外装体形成用の帯状シー

ト「 2 ， 「 2 3から、レッグ開口部形成用の トリムを除去 しないで製造す

ることができるため、 トリムの除去や再利用に必要なエ程を不要として、効

率的且つ経済的に製造することができる。また、 トリムが生 じないため環境

にもやさ しい。

００ 次に、本発明の第 2 及び第 3 実施形態 (第 「発明の実施形態 ) について説

明する。

第 2 及び第 3 実施形態のパンツ型使い捨ておむつについては、第 「実施形

態との相違点について主として説明し、同様の点については説明を省略する

。特に説明しない点は、第 「実施形態と同様であり、第 「実施形態について

の説明を適宜適用可能である。以下の説明においては、第 「実施形態のおむ

つの各構成要素等に付 した符号と同一の符号を、第 2 及び第 3 実施形態にお

ける対応する構成要素等に付 してある。

００ 第 2 実施形態のパンツ型使い捨ておむつにおいては、腹側外装体 2 A及び

背側外装体 2 それぞれにおける、ウェス ト伸縮部 G 「、胴回り伸縮部 G



及び延出部分伸縮 が、それぞれ、おむつ外面をなす外層シー ト2 と

その内側に配された内層シー ト2 3 とが全域において接着された構造を有 し

ており、弾性部材 2 は、各伸縮部の全域において両シー ト2 3間に

固定 されている。弾性部材 2 は、おむつ製造時に伸長状態でシー ト2

2 3間に固定 されたものである。

第 2 実施形態のおむつにおいても、ウェス ト伸縮部 G 「、胴回り伸縮部 G

2 及び延出部分伸縮 のそれぞれに、弾性部材 2 の収縮によって不規

則な凹凸が形成されるが、第 「実施形態のような中空構造は形成されない。

００ 第 2 実施形態のパンツ型使い捨ておむつも、腹側外装体 2 A及び背側外装

体 2 が、サイ ドシール部 よ り下方に延出した延出部分 2 「 a ， 2 「 b を

有 しており、腹側外装体 2 Aの延出部分 2 「 a における吸収性本体 3 と重な

っていない部分がおむつ横方向に伸縮性を有 している。そのため、第 「実施

形態のパンツ型使い捨ておむつと同様の作用効果が奏 される。

００ 第 2 実施形態のパンツ型使い捨ておむつは、上述 したおむつ 「の製造方法

において、外層シー トの原反である幅広の帯状シー ト「 2 と内層シー トの

原反である幅広の帯状シー ト「 2 3 とを積層する前に、吸収性本体 3 を重ね

る部分以外の全域に接着されるように、帯状シー ト「 2 及び 又は帯状シ

ー ト「 2 3 に接着剤を塗エすると共に、加圧口一ル 9 「として、弾性部材 2

切断用の凸部のみが形成されたものを用い、吸収性本体 3 を重ねる部分の

弾性部材を切断する以外は、上述 したおむつ 「の製造方法と同様にして製造

することができる。

００ 8 第 3 実施形態のパンツ型使い捨ておむつにおいては、腹側外装体 2 A及び

背側外装体 2 それぞれが、互いに交差せずに一方向に延びるように配列 し

た多数の弾性フィラメ ン トが、実質的に非伸長状態で、それらの全長にわた

り、伸長可能な不織布に接合 されている伸縮シー トからなる。 このような伸

縮シー トとしては、特開 2 ００8 「 7 9 「 2 8号公報に記載のもの等を用

いることができる。その伸縮シー トは、弾性フィラメ ン トが、同一の又は異

なる 2 枚の不織布間に挟持されていることが好ましい。また、弾性フィラメ



ン トは、糸状の合成ゴム糸や天然ゴム、或いは乾式紡糸 (溶融紡糸 ) や湿式

紡糸によって得 られたものであり得る。弾性フィラメ ン トは、これを一旦巻

き取ったり、蓄えたりすることな しに直接溶融紡糸によって得 られたものが

、不織布に固定 されていることが好ましい。伸縮シー トとして、弾性フィラ

メ ン トが、長繊維状または短繊維状であってランダムに配向されているもの

を用いることもできる。

００ 9 第 3 実施形態で用いる伸縮シー トは、第 「の不織布及び第 の不織布の計

2 枚の不織布と、両不織布間に挟持された多数の弾性フィラメ ン トとから構

成されているもの等が好ましい。第 「の不織布と第 2 の不織布は、同種のも

のでもよ く、或いは異種のものでもよい。 ここで言う同種の不織布とは、不

織布の製造プロセス、不織布の構成繊維の種類、構成繊維の繊維径や長さ、

不織布の厚みや坪量等がすべて同 じである不織布どう しを意味する。 これら

のうちの少な く とも一つが異なる場合には異種の不織布である。各不織布は

何れも伸長可能なものである。伸長可能とは、 (イ ) 不織布の構成繊維自体

が伸長する場合 と、 ( 口) 構成繊維自体は伸長 しな くても、交点において結

合 していた繊維どう しが離れたり、繊維どう しの結合等によ り複数本の繊維

で形成された立体構造が構造的に変化 したり、構成繊維がちぎれたり、繊維

のたるみが引き伸ばされたりして、不織布全体として伸長する場合 とを包含

する。また、各不織布は、弾性フィラメ ン トと接合 される前の原反の状態で

既に伸長可能になっていてもよい。或いは、弾性フィラメ ン トと接合 される

前の原反の状態では伸長可能ではないが、弾性フィラメ ン トと接合 された後

に伸長可能となるように加エが施されて、伸長可能になるものであってもよ

い。不織布を伸長可能にするための具体的な方法としては、熱処理、口一ル

間延伸、歯溝やギアによるかみ込み延伸、テンターによる引張延伸などが挙

げられる。弾性フィラメ ン トを不織布に融着させるときの該不織布の搬送性

が良好になる点から、不織布はその原反の状態では伸長可能でないことが好

ましい。

０００ 第 3 実施形態のパンツ型使い捨ておむつも、腹側外装体 2 A及び背側外装



体 2 が、サイ ドシール部 よ り下方に延出した延出部分 2 「 a ， 2 「 b を

有 しており、腹側外装体 2 Aの延出部分 2 「 a における吸収性本体 3 と重な

っていない部分がおむつ横方向に伸縮性を有 している。そのため、第 「実施

形態のパンツ型使い捨ておむつと同様の作用効果が奏 される。

第 3 実施形態のパンツ型使い捨ておむつは、例えば、図 に示す製造方法

において、上述 した構成の腹側外装体連続休 「０ A及び背側外装体連続休

０ を、吸収性本体 3 の配置エ程部に供給する代わりに、特開 2 ００8

一 「 7 9 「 2 8号公報等に記載の伸縮シー トからなる 2 木の帯状シー トを、

同配置固定部に供給することによ り得 られる。伸縮シー トは、弾性フィラメ

ン トの配向方向を流れ方向と一致させることが好ましい。

００ 次に本発明の第 ～第 6 実施形態 (第 「発明の実施形態 ) について説明す

る。

第 ～第 6 実施形態のパンツ型使い捨ておむつについては、第 「実施形態

との相違点について主として説明し、同様の点については説明を省略する。

特に説明しない点は、第 「実施形態と同様であり、第 「実施形態についての

説明を適宜適用可能である。以下の説明においては、第 「実施形態のおむつ

の各構成要素等に付 した符号と同一の符号を、第 ～第 6 実施形態における

対応する構成要素等に付 してある。

００ 第 実施形態のパンツ型使い捨ておむつの腹側外装体の延出部分 2 「 a に

おいては、図 6 に示すように、腹側外装体 2 A を構成する 2 枚のシー ト2

3間が、端部固定部 2 7 、吸収性本体側固定部 2 8及び散点状に形成さ

れた多数の接合部 2 6 において接合 されている。そして、延出部分伸縮部 G

3 において、各弾性部材 2 は、端部固定部 2 7及び吸収性本体側固定部 2

8 において両シー ト2 2 3間に固定 されている一方、端部固定部 2 7 と

吸収性本体側固定部 2 8 との間においては、シー ト2 3の何れにも固

定 されていない。

また、腹側外装体の延出部分 2 a における吸収性本体側固定 8 は、

図 6 に示すように、その全体が吸収性本体 3 と重なるように形成されており



、延出部分伸縮部 G 3 に伸長状態で配された弾性部材 2 が、吸収性本体 3

の側部と重なる部分においても腹側外装体 2 A を構成するシー ト2 3

を収縮 させる。

００ 3 また、各弾性部材 2 は、接合部 2 6 で分断されることな く、その長手方

向の広範囲が一体的に伸縮可能である。また、各弾性部材 2 は、接合部 2

6 では固定 されておらず、おむつ 「の縦方向 ( X方向) に隣接する接合部 2

6 ， 2 6間でおむつ縦方向に移動可能となっている。そのため、おむつ 「の

装着後の排尿後に、尿の吸収によ り重量が増 した吸収性本体が垂れ下がった

場合に、弾性部材 2 がやや斜めに傾斜 した状態となって、ウエス ト方向へ

の引き上げ力を発揮することができる。弾性部材 2 が、おむつ縦方向に隣

り合 う接合 6 6 どう し問でおむつ縦方向に移動 し易 くする観点から

、おむつ縦方向に隣 り合 う接合部どう し問の間隔は、その間に配された弾性

部材 2 のおむつ縦方向の幅 (弾性部材が断面円形の場合は弾性部材の直径

と同 じ) の 2 ～「００倍であることが好ましく、 ～ ０倍であることがよ

り好ましい。

００ 吸収性本体 3 における、腹側外装体の延出部分 2 「 a と重なる部分は、吸

収性本体 3 の幅方向中央部、よ り具体的には、左右の吸収性本体側固定部 2

8 間に、接着剤等によ り腹側外装体 2 Aに接合固定 され中央固定領域 3 を

有する一方、該中央固定領域 3 の両側縁よ り外方は、腹側外装体 2 Aに固

定 されておらず該腹側外装体 2 Aから離間可能な側部非固定領域 3 S 3 S

となっている。他方、吸収性本体 3 の長手方向の端部 3 a 付近では、吸収性

本体 3 はその幅全体が腹側外装体 2 A と接合 されている。詳細には、吸収性

本体 3 の長手方向の端部 3 a が固定 される付近の内層シー ト2 3 には、吸収

性本体 3 の幅よ りも広い領域 三 8 に接着剤が塗布される。そして、吸収性本

体 3 の配置後に、ウエス ト開口部の開口周縁端をなす端縁部 2 dにおいて、

外層シー ト2 及び内層シー ト2 3の折 り返 された延出折 り返 し部 2 a

2 3 によ り吸収性本体 3 の長手方向の端部 3 a が被覆および接合 される。

図 6 中、三 8 及び 8 は、吸収性本体 3 が、腹側外装体 2 Aに接合 されてい



る範囲を示す。

延出部分伸縮部 G 3 が、吸収性本体 3 の両側部、特に前記側部非固定領域

3 S と重なる部分においても収縮するため、外装体 2 Aの下側が吸収性本体

3 の幅方向中央側 (吸収性コア側 ) に、よ り きつけられ、おむつの外観が

一層良好 となる。

００ 第 実施形態のパンツ型使い捨ておむつにおいては、腹側外装体 2 A と背

側外装体 2 とで吸収性本体 3 の接合態様が異なっており、腹側外装体の延

出部分 2 「 a と吸収性本体 3 との接合幅が、背側外装体の延出部分 2 「 b と

該吸収体本体の接合幅よ りも小さ くなっている。また、腹側外装体の延出部

分 2 「 a と吸収性本体 3 との接合面積は、背側外装体の延出部分 2 「 b と該

吸収体本体の接合面積よ りも小さ くなっている。よ り具体的には、吸収性本

体 3 は、腹側外装体 2 Aの延出部分 2 「 a に対 して、図 6 に示すように幅方

向中央の幅W 8 で示す部分が固定 されている一方、背側外装体 2 の延出部

分 2 「 b に対 しては、該吸収性本体 3 の幅方向のよ り広い部分、例えば、吸

収性本体 3 の長手方向の側縁の位置と略同 じ位置に設けた一対の吸収性本体

側固定部 (図 3 参照 ) 8 8間の領域の全域、あるいは吸収性本体 3 の

全幅が、背側外装体 2 の延出部分に接合 されている。なお、吸収性本体 3

の長手方向の端部 3 a 付近では、腹側と同様に吸収性本体 3 はその幅全体が

背側外装体と接合 されている。

００ 第 実施形態のパンツ型使い捨ておむつは、腹側外装体の延出部分 2 「 a

と吸収性本体 3 の接合幅が、背側外装体の前記延出部分 2 「 b と該吸収体本

体 3 の接合幅と比べて小さいため、第 「実施形態のおむつと同様の効果が奏

され、更に、背側外装体の延出部分 2 「 b については、延出部分 2 「 b のめ
くれや瞥部の被覆性の低下を防止 しながら、腹側外装体の延出部分 2 「 a に

ついては、おむつ横方向 ( Y方向) にある程度大きく収縮 させて、脚廻 りに

沿った形状に変形させることができ、フィット性が向上 し、また体との隙間

が減少する事でモ レへの不安感を与えないといった効果が奏 される。

００ 第 実施形態のパンツ型使い捨ておむつにおける吸収性本体 3 は、図 7 及



び図 8 に示すように、おむつ (吸収性物品) 縦方向に沿 う縁部に弾性部材 「

3 6が配置されており、図 8 に示すように、腹側外装体及び背側外装体の延

出部分 2 「 a ， 2 「 b において、該弾性部材 「 3 6が配置されている吸収性

本体の縁部と腹側外装体 2 A及び 又は背側外装体 2 とが接合 されていな

よ り具体的に説明すると、第 実施形態における吸収性本体 3 は、その長

手方向の両側部に、吸収体 「 3 3の長手方向の両側縁それぞれよ り外方に位

置 し、股下部 C に側部ギヤザー 「 3 ， 「 3 を形成する側部シー ト部

「 3 ， 「 3 を有 している。

側部シー ト部 「 3 は、吸収性本体 3 の全長に亘って存在 し、図 7 及び図

8 に示すように、液抵抗性ないし換水性のシー ト材 「 3 及び該シー ト材 「

3 に伸長状態で固定 された弾性部材 「 3 6 ， 「 3 6 を備えている。弾性部

材 「 3 6 は、吸収性本体 3 の側縁部、よ り具体的には、側部シー ト部 「 3

の側端縁 「 3 の近傍に、該側端縁 「 3 に沿って複数本 (図示例は 2

木 されている。弾性部材 「 3 6 は、股下部 C 並びに腹側外装体 2 A及び

背側外装体 2 の延出部分 2 「 a ， 2 「 b に伸長状態で固定 されており、股

下部 C 及び前記延出部分 2 「 a ， 2 「 b に側部ギヤザー 「 3 を形成 して

いる。側部ギヤザー 「 3 は、側部シー ト部 「 3 に配された弾性部材 「

3 6が収縮することで、側部シー ト部 「 3 を構成するシー ト材 「 3 が襄

寄せされたり波状の断面形状に変形 して形成されるものである。側部ギヤザ

ー 「 3 は、おむつの自然状態及び 又は着用状態で形成されれば良い。

側部シー ト部 「 3 は、吸収性本体 3 の長手方向の端 3 a 3 b付近では

、腹側外装体 2 A及び背側外装体 2 それぞれにおけるサイ ドシール部 ，

間に位置する腹側外装体本体及び背側外装体本体には、おむつ幅方向の外

方に伏倒 した状態で固定 されている一方、腹側外装体及び背側外装体の延出

部分 2 「 a ， 2 「 b と重なる部分に形成された側部ギヤザー 「 3 は、図

8 に示すように、該延出部分 2 「 a ， 2 「 b には固定 されていない。図 8 中

、 8 は接着剤である。



００ 第 実施形態のパンツ型使い捨ておむつにおいては、弾性部材 「 3 6が配

された吸収性本体 3 の側縁部が、腹側外装体及び背側外装体の延出部分 2 「

a ， 2 「 b に固定 されていないことで、第 「実施形態のおむつと同様の効果

が奏 され、更にフィット性が向上 しズ レ落ち防止効果が一層向上する。側部

ギヤザー 「 3 は、おむつ 「の着用時に、着用者の脚廻 りにフィットする

０００ なお、第 実施形態の吸収性本体 3 は、その長手方向の両側部に、吸収性

本体 3 の長手方向に沿って延びる一対の立体ギヤザ一形成部 「 3 8 を有 して

いる。立体ギヤザ一形成部 「 3 8 は、シー ト材 「 3 と、該シー ト材 「 3

に固定 された立体ギヤザ一形成用の弾性部材 「 3 9 とを有 してなる。立体ギ

ヤザ一形成部 「 3 8 は、少な く とも股下部 C に立体ギヤザー 「 3 8 を形成

する。立体ギヤザー 「 3 8 は、おむつ 「の着用時に、着用者の肌側に向か

って起立し、吸収性本体 3 から幅方向外方への液の流出を阻止する。立体ギ

ヤザ一形成部 「 3 8 は、サイ ドシール部 ， 間に位置する腹側外装体本体

及び背側外装体本体には、おむつ幅方向の内方に伏倒 した状態で固定 されて

いる。また、線状接合部 「 3 ０は、長方形状の吸収体 「 3 3の両側縁部それ

ぞれに沿って延びており、また、吸収体 「 3 3及び吸収性本体 3 のX方向の

全長に亘って延びている。線状接合部 「 3 ０は、連続直線状に形成されてい

ることが好ましいが、点線状に形成されていても良い。また、線状接合部 「

3 ０を形成する際の接合方法としては、ヒー トシール、超音波シール、高周

波シール、接着剤の各種公知の接合方法が用いられる。第 実施形態におけ

る吸収体 「 3 3 は、パルプ繊維等からなる繊維集合体又はこれに高吸収性ポ

リマーを保持させてなる吸収性コア 3 3 及び該吸収性コア 3 3 を被覆す

るコアラップシー ト3 3 b 3 3 とからな り、吸収性コア 3 3 及びコア

ラップシー ト3 3 b 3 3 の形成材料としては、それぞれ、この種の吸収

性物品に従来用いられているものと同様のものを用いることができる。肌触

りの向上等の観点から、股下部 C における裏面シー ト3 の非肌当接面側に

、外装不織布を重ねて設けることも好ましい。



００ 第 実施形態のパンツ型使い捨ておむつにおける吸収性本体の構成及び該

吸収性本体の腹側外装体及び背側外装体に対する接着態様は、木明細書に記

載の他の実施形態のパンツ型使い捨ておむつに適用することもでき、その場

合にも同様の作用効果が奏 される。一対の側部シー ト部 「 3 それぞれに配

する弾性部材 「 3 6 は、 2 木に代えて、 「木又は 3 木以上であっても良い。

また、側部ギヤザ一を形成する弾性部材 「 3 は、吸収体 「 3 3の側縁よ り外

方に延出させた表面シー トと裏面シー トとの間に固定 されていても良い。

００ 以上、第 「発明の幾つかの好ましい実施形態について説明したが、第 「発

明は上述 した実施形態に制限されるものではな く、適宜変更可能である。

例えば、腹側外装体 2 Aの延出部分 2 「 a 及び背側外装体 2 の延出部分

2 「 b の何れか一方のみが、吸収性本体 3 の両側縁 3 C 3 C それぞれよ り

外方に位置する部分に、吸収性物品の横方向に伸縮性を有 していても良い。

００ 3 また、図 に示すおむつ 「の製造方法においては、外層シー トの原反であ

る幅広の帯状シー ト「 2 と、内層シー トの原反である幅広の帯状シー ト「

2 3 とを重ね合わせた後、分割手段 9 3 によ り分割 して、腹側外装体連続休

「０ A及び背側外装体連続休 「０ を得ていたが、それに代えて、図 9

に示すように、腹側外装体 2 A用の外層シー ト「 2 A及び内層シー ト「 2

3 A と、背側外装体 2 用の外層シー ト「 2 及び内層シー ト「 2 3 と

を、別々に合流部に供給 して、腹側外装体連続休 「０ A及び背側外装体連

続休 「０ を得ても良い。その場合の外層シー ト「 2 A及び外層シー ト

「 2 は、別々の口一ルから繰 り出されたものであっても良いし、図示 し

ない上流側において、幅広シー トをス リットして得たものであっても良い。

内層シー ト「 2 3 A と内層シー ト「 2 3 も、別々の口一ルから繰 り出され

たものであっても良いし、図示 しない上流側において、幅広シー トをス リッ
トして得たものであっても良い。

００ また、第 3 実施形態のパンツ型使い捨ておむつに用いた伸縮シー トを、外

層シー ト及び 又は内層シー トの何れか一方 として用い、外層シー ト及び内

層シー トの積層構造体からなる腹側外装体 2 A及び背側外装体 2 を有する



パンツ型吸収性物品とすることもできる。

００ また、腹側外装体連続休 「０ A及び 又は背側外装体連続休 「０ は

、図 に示すように、流れ方向に沿 う一方の側部 「０ A ， 「０ を

折 り返 されるものであっても良いし、そのような折 り返 しエ程を経ることな

く切断されて、腹側外装体 2 A又は背側外装体 2 となるものであっても良

００ 次に、本発明の第 6 実施形態 (第 「及び第 2 発明の一実施形態 ) であるパ

ンツ型使い捨ておむつ 「A (以下、おむつ 「A ともいう ) について、図 「０

～図 「 を参照 して説明する。第 6 実施形態のパンツ型使い捨ておむつ 「A

は、図 「 「に示す基本構成を有 し、該基本構成は、第 「実施形態のおむつ 「

と同様である。但 し、第 2 発明における腹側外装体及び背側外装体は、吸収

性物品縦方向の長さが横方向において均一なものに限定 されない。

第 6 実施形態のパンツ型使い捨ておむつ 「A については、第 「実施形態と

の相違点について主として説明し、同様の点については適宜説明を省略する

。特に説明しない点は、第 「実施形態と同様であり、第 「実施形態について

の説明を適宜適用可能である。以下の説明においては、第 「実施形態のおむ

つの各構成要素等に付 した符号と同一の符号を、第 6 実施形態における対応

する構成要素等に付 してある。

００ 第 6 実施形態のおむつ 「A も、図 「０及び図 「 「に示すように、着用者の

腹側に配される腹側外装体 2 A と、着用者の背側に配される背側外装体 2

と、腹側外装体 2 A及び背側外装体 2 に架 け渡すように固定 された吸収性

本体 3 とを具備 し、腹側外装体 2 A と背側外装体 2 の両側縁部 2 a b

に、腹側外装体 2 A と背側外装体 2 とを接合 して形成されたサイ ドシール

部 を有するパンツ型の使い捨ておむつであり、腹側外装体 2 A及び背側外

装体 2 が、それぞれ、サイ ドシール部 よ り下方に延出する延出部分 2 「

a ， 2 「 b を有 している。また、おむつ (吸収性物品) 「Aの縦方向は、腹

側部 Aから股下部 C を経て背側部 に亘る方向又はその逆方向 (図 「 「中X

方向) であり、おむつ (吸収性物品) 「Aの横方向は、その縦方向に直交す



る方向 (図 「 「中Y方向) である。

００ 8 腹側外装体 2 A 及び背側外装体 2 は、本実施形態のおむつ 「A における

ように、 2 枚のシー ト間に伸長状態で配 した弾性部材 2 の収縮によ り弾性

伸縮性を発現するものについては、図 「 「に示すように、弾性部材 2 を伸

長させた状態で、一対の側縁部 2 a a どう し、及び一対の側縁部 2 b

2 b どう しが、それぞれ互いに平行であることが好ましい。また、腹側外装

体 2 A 及び背側外装体 2 は、弾性部材 2 を伸長させた状態で、横長長方

形状であることが好ましい。

なお、一対の側縁部 2 a a どう し及び一対の側縁部 2 b b どう し

は、それぞれ互いに平行なものに代えて非平行なものであっても良 く、例え

ば、腹側外装体 2 A 又は背側外装体 2 の端縁部 2 dから端縁部 2 C に向か

って、一対の側縁部間の距離が拡大 したり、減少 したり、一旦拡大 した後に

減少するもの、一旦減少 した後に拡大するもの等であっても良い。

００ おむつ 「A における腹側外装体 2 A 及び背側外装体 2 は何れも、図 「 2

及び図 「 3 に示すように、おむつの外面をなす外層シー ト2 と、外層シー

ト2 の内面側に配された内層シー ト2 3 と、両シー ト2 3間に配さ

れた複数本の糸状の弾性部材 2 とを備えており、それぞれ、ウエス ト伸縮

部 G 「、胴回り伸縮部 G 、延出部分伸縮部 G 3 G を有 している。

００8０ ウエス ト伸縮部 G 「は、腹側外装体 2 A 及び背側外装体 2 のそれぞれに

おいて、おむつ 「Aの縦方向 ( X方向) における、吸収性本体 3 の長手方向

の端部 3 a 3 b よ り外方に形成されている。胴回り伸縮 は、腹側外

装体 2 A 及び背側外装体 2 のそれぞれにおいて、おむつ 「Aの縦方向 ( X

方向) における、ウエス ト伸縮部 G 「と延出部分 2 「 a ， 2 「 b との間に形

成されている。

００8 延出部分伸縮部 G 3 は、腹側外装体 2 A の前記延出部分 2 「 a に形成され

ており、延出部分伸縮 は、背側外装体 2 の前記延出部分 2 「 b に形

成されている。以下、腹側外装体 2 A に形成された延出部分伸縮 を、

腹側延出部分伸縮 といい、背側外装体 2 に形成された延出部分伸縮



l を、背側延出部分伸縮 という。

胴回り伸縮 及び背側延出部分伸縮部 G は、図 「 2 又は図 「 3 に示

すように、吸収性本体 3 と重なる部分、特に吸収性本体 3 の幅方向中央部と

重なる部分において伸縮性を発現 しないように、おむつ 「Aの左右に分割さ

れた状態に形成されている。

００8 ウエス ト伸縮部 G 「及び腹側延出部分伸縮 は、図 「 2 又は図 「 3 に

示すように、腹側外装体 2 A又は背側外装体 2 における、後述する端部固

定部 2 7 7 間の全域に亘って伸縮性を発現するように形成されており、

おむつ 「Aの幅方向 ( Y方向) の略全域に亘って伸縮性を発現する。

００8 ウエス ト伸縮部 G 「、胴回り伸縮 及び背側延出部分伸縮 にお

いては、外層シー ト2 2 と内層シー ト2 3 との間が、散点状に形成された多

数の接合 6 において接合 されている。

よ り具体的には、伸縮部 G 「， G 及びG の何れにおいても、おむつ 「

Aの横方向 ( Y方向) に接合部 2 6が間欠的に直列配置されてなる接合部列

が、おむつ 「Aの縦方向 ( X方向) に複数列形成されている。また、それら

の接合部列における各接合部のY方向の位置も全ての接合部列において一致

している。また、おむつ 「Aの縦方向 ( X方向) に接合部 2 6が直列配置さ

れてなる縦接合部列も形成されており、該縦接合部列は、おむつ 「Aの横方

向 ( Y方向) に間隔をおいて複数列形成されている。

そして、伸縮部 G 「， G 及びG の何れにおいても、複数本の弾性部材

2 が、それぞれ、縦方向に隣接する接合 6間を通るように配されてい

る。また、各弾性部材 2 は、後述する端部固定部 2 7 又は吸収性本体側固

定部 2 8 においてシー ト2 3間に固定 されている一方、それ以外の部

位においては、シー ト2 3の何れにも固定 されていない。

００8 腹側外装体 2 Aのウエス ト伸縮部 G 「は、腹側外装体 2 Aの両側縁部 2 a

a に、外層シー ト2 と内層シー ト2 3 との間が接着剤を介 して接合 さ

れた一対の端部固定部 2 7 を有 している (図 参照 。ウエス ト伸縮部 G

「に配された弾性部材 2 は、一対の端部固定部 2 7 それぞれにおいてシ一



ト2 3間に固定 されている一方、端部固定部 2 7 間においては、シー

ト2 3の何れにも固定 されていない。背側外装体 2 のウエス ト伸縮

部 G 「についても同様である (図 「 3 参照 ) 。

腹側外装体 2 Aの胴回り伸縮 は、何れも、腹側外装体 2 Aの一方の

側縁部に、外層シー ト2 2 と内層シー ト2 3 との間が接着剤を介 して接合 さ

れた端部固定部 2 7 を有 しており、また、吸収性本体 3 の側縁 3 の位置の

近傍に、外層シー ト2 2 と内層シー ト2 3 との間が接着剤を介 して接合 され

た吸収性本体側固定部 2 8 を有 している (図 「 2 参照 ) 。胴回り伸縮

に配された弾性部材 2 は、端部固定部 2 7 と吸収性本体側固定部 2 のそ

れぞれにおいてシー ト2 2 3間に固定 されている一方、端部固定部 2

と吸収性本体側固定部 2 8 との間においては、シー ト2 3の何れにも

固定 されていない。背側外装体 2 の胴回り伸縮 、及び背側延出部分

伸縮 についても同様である (図 「 3 参照 ) 。

００8 第 6 実施形態のおむつ 「A における腹側延出部分伸縮 は、腹側外装

体 2 A の両側縁部それぞれに、外層シー ト2 と内層シー ト2 との間が接

着剤を介 して接合 された端部固定部 2 7 7 を有 している。そして、腹側

延出部分伸縮 には、複数本の弾性部材 2 4が、各端部固定部 2 7 ， 2

7 においてはシー ト2 2 3間に固定 され、それら両端部固定部 2 7 ， 2

7 間においてはシー ト2 2 3の何れにも固定 されない態様で、配されて

いる。腹側延出部分伸縮 に、端部固定部 2 に位置する端 はその

近傍のみがシー ト2 2 3間に固定 された態様で配される弾性部材 2 の

木数は、 「～3 ０木、特に ～「 木程度であることが好ましい。

００8 本実施形態における腹側延出部分伸縮 は、吸収性本体 3 と重なる中

央部分G 3 「と、吸収性本体 3 の両側縁 3 C それぞれの外方に位置す

る側部部分G 3 G 3 2 とを有する。図 「 2 及び図 「 3 には、腹側外装体

2 A又は背側外装体 2 を、おむつ幅方向 ( Y方向) に伸長させた状態が示

されている。

００8 腹側延出部分伸縮部 G 3 の前記中央部分G 3 「には、図 「 2 に示すように



、おむつ幅方向 ( Y方向) に沿って延びる複数本の線状接合部 「 2 9 が形成

されている。線状接合部 「 2 9 は、シー ト2 3間を、ヒー ト，ン一ル、

超音波シール、高周波シール、接着剤Xはこれらの組みあわせ等の任意の接

合手段によ り接合 して形成 したものであり、シー ト2 3 を熱融着させ

たものであることが好ましい。

００88 図 「 2 には、線状接合部 「 2 9 が、おむつ縦方向に間隔を設けて 6 木形成

されている例が示されているが、線状接合部 2 の木数は、「木でも複数

木でも良い。 「木のみ設ける態様 としては、例えば、符号 「 2 9 で示す最

も股下部 の一木の線状接合部 「 2 9 のみ形成する態様が挙げられる。線

状接合部 「 2 9 は、 「～3 木の弾性部材 2 毎に一木設けても良 く、 「木の

弾性部材 2 毎に一木設けても良い。図示例における線状接合部 「 2 9 は、

おむつ縦方向に、弾性部材 2 と線状接合部 「 2 9 とが交互に配置されるよ

うに形成されており、また、各弾性部材 2 を挟んでその上下に 2 木の線状

接合部 「 2 9 が位置するように設けられている。

弾性部材 2 は、線状接合部 「 2 9 と重ならないように配されている。隣

接する線状接合部 「 2 9間に弾性部材 2 を配する場合 も、隣接する線状接

合部 「 2 9 間の間隔が弾性部材 2 の幅や太さとの関係で狭すぎると、該弾

性部材 2 がシー ト2 2 3間に実質的に固定 されてしまう。そのため、

弾性部材 2 とシー ト2 3 との間にY方向のずれが生 じ得るような間

隔とすることが好ましい。

００8 他方、腹側延出部分伸縮 の前記側部部分G 3 には、図 「 2 に示す

ように、ウエス ト伸縮 「や胴回り伸縮 と同様の態様で、多数の接

合部 2 6が散点状に形成されている。具体的には、腹側延出部分伸縮部 G の

側部部分G 3 にも、多数の接合 6 が、おむつ 「Aの横方向 ( Y方向)

に接合 6が間欠的に直列配置されてなる接合部列が、おむつ 「Aの縦方

向 ( X方向) に複数列形成されるように配されている。そして、おむつ縦方

向に隣接する接合部列間に弾性部材 2 が配されている。

また、腹側延出部分伸縮 の側部部分G 3 には、おむつ 「Aの縦方



向 ( X方向) に接合 6 が直列配置されてなる縦接合部列も形成されてお

り、該縦接合部列は、おむつ 「Aの横方向 ( Y方向) に間隔をおいて複数列

形成されている。

０００ ウエス ト伸縮部 G 「， 胴回り伸縮 、背側延出部分伸縮 、及び

腹側延出部分伸縮 の側部部分G 3 G 3 のそれぞれにおいては、

弾性部材 2 が収縮することによ り、隣接する縦接合部列間のシー ト2 及

び 2 3が外方に膨 らむように変形 して、隣接する縦接合部列間にシー ト2

又はシー ト2 3からなる襄 2 9 が生 じると共に、両シー ト2 3間には

、襄 2 9 と襄 2 9 とに周囲を囲まれた中空n が形成される (図 「 参照

００ 本実施形態のおむつ 「A においては、腹側外装体 2 A及び背側外装体 2

に前述 した延出部分 2 「 a ， 2 「 b が形成されているため、おむつ 「A を着

用 したときに、腹側外装体 2 A及び背側外装体 2 の延出部分 2 「 a ， 2 「

b に存する側縁部 2 a bが、図 「０ ( b ) に示すように、腹側部方向と

背側部方向に分かれて逆 Y字状に開く。

しかも、腹側外装体 2 Aの腹側延出部分伸縮部 G 3 には、弾性部材 2

特に複数本の弾性部材 2 が、端部固定部 2 7 7 間の全域に亘ってシー

ト2 3間に固定 されない態様で配されているため、吸収性本体 3 の両

側縁部それぞれの外方のみに弾性部材を配 した場合や、弾性部材 2 を、吸

収性本体側固定部 2 8 でシー ト2 3間に固定 した状態に配 した場合 と

は異な り、弾性部材 2 がその略全長に亘って収縮することによ り得 られる

収縮量 (弾性部材が短 くなる長さ) を、線状接合部 「 2 9 の端部よ り外方、

特に吸収性本体 3 の両側縁部それぞれよ り外方に位置する部分に効果的に作

用させることができる。

００ そのため、腹側外装体 2 Aの延出部分 2 「 a における、線状接合部 「 2 9

の端部よ りおむつ幅方向外方に位置する部分、特に吸収性本体 3 の両側縁部

それぞれよ り外方に位置する部分を、おむつ幅方向に効果的に収縮させるこ

とができる。



従って、腹側部 A側から見たときに、ふんどしのような外観を呈しない上

に、延出部分 2 「 a が、めくれたり、ひらひらしたりせず、見栄えもよ く、

またモ レへの不安感も与えにくい。

００ 3 また、例えば、伸長応力の小さい弾性部材によっても、延出部分 2 「 a を

効果的に収縮 させることができるため、伸長応力の小さい弾性部材を用いて

吸収性本体 3 や吸収性コア 3 3の幅方向の収縮を抑制 しつつ、延出部分 2 「

a を効率的に収縮 させることも可能である。

００ また、本実施形態のおむつ 「A においては、腹側延出部分伸縮 の中

央部分G 3 「に線状接合部 「 2 9 を有 しており、弾性部材 2 の収縮に伴い

生 じる外層シー ト2 の浮き (内層シー ト2 3 から離れる方向に膨 らむこ

と) を、線状接合部 「 2 9 によ り抑制することができるため、浮きによる外

観の悪化、外層シー ト2 の破けを防止できる。また、吸収性本体 3 の外装

体側の面にキヤラクターや模様等を表 している場合に、それらが浮きによっ

て外部から見えにく くなることも防止することができる。

外層シー ト2 の浮き防止、外層シー ト2 の破け防止等の観点から、線

状接合部 「 2 9 の長さは、少な く とも一木の長さ、好ましくは複数本それぞ

れの長さが、 「 以上、特に 「 以上であることが好ましい。また、

線状接合部 「 2 9 は、少な く とも一木の長さ、好ましくはその複数本のそれ

ぞれの長さが、吸収性本体 3 の幅 (おむつ幅方向の長さ) を 「００ とした

ときに、 「 ０～ の長さであることが好ましく、 「００～「０ の長さ

であることがよ り好ましい。また、線状接合部 「 2 9 の幅 (おむつ縦方向の

寸法 ) は、 ・ ～「 、特に 「～ であることが好ましい。

００ 本実施形態における線状接合部 「 2 9 は、連続線状であるが、それに代え

て、点線状であっても良い。点線状の線状接合部のおむつ幅方向の長さは、

線状接合部中における相隣接する小接合部間の非接合部部分も含めた長さ (

おむつ幅方向における一端と他端との間の距離 ) とする。

なお、おむつ 「A における腹側延出部分伸縮 の中央部分G 3 「は、

内層シー ト2 3 の略全域が接着剤で吸収性本体 3 に接合 されている。また



、延出部分 2 「 a の中央部分G 3 「において、内層シー ト2 3 と外層シー ト

2 とは線状接合部 「 2 9 以外では接合 されていない。

００ また、本実施形態のおむつ 「A においては、腹側外装体 2 A及び背側外装

体 2 の延出部分 2 「 a ， 2 「 b に延出部分伸縮 G を有 し、該延

出部分 2 「 a ， 2 「 b におむつ横方向の伸縮性が付与されているため、延出

部分 2 「 a ， 2 「 b の縁部が、脚部 7 bの上部に柔軟に当たって、おむつ 「

Aの下方へのずれ落ちを効果的に防止する。

また、延出部分伸縮 G 3 G の伸縮応力が、着用時に、身体を締め付

けるウエス ト伸縮部 G 「や胴回り伸縮 の伸縮応力を更に強めるように

機能 し、身体へのフィット性が高まる。

そのため、おむつ 「A によれば、ウエス ト開口部 やレッグ開口部 6 の締

め付け力を過度に高めたりすることな く、優れたずれ落ち防止性が得 られる

。また、背側外装体 2 の延出部分 2 「 b によって瞥部も適度に覆 う ことが

でき、瞥部のはみ出しによる外観の悪化を防止することもできる。

００ また、おむつ 「A においては、腹側外装体 2 A及び背側外装体 2 に延出

部分 2 「 a ， 2 「 b が形成されているため、図 「０ ( b ) に示すように、サ

イ ドシール部 が比較的まっすぐな状態を維持 し易いため、腹側部 A と背側

部 にバランスよ く均等な締め付け力を付与することができる。

００ 8 また、おむつ 「A においては、腹側外装体 2 Aの延出部分 2 「 a のみなら

ず、背側外装体 2 の延出部分 2 「 b にも、上述 した構成の延出部分伸縮部

G G が形成されている。そのため、ずれ落ち防止性が一層向上 してい

る。

００ また、腹側延出部分伸縮 と延出部分伸縮 S G G の構成が上述

のように異なるため、例えば、伸長応力が同 じ弾性部材を同一の伸長率で配

したとしても、腹側外装体 2 Aの延出部分 2 「 a と背側外装体 2 の延出部

分 2 「 b とで、吸収性本体 3 の側縁外方の収縮の程度を異ならせることがで

きる。

また、線状接合部 「 2 9 の形成および端部固定部 2 7 7 以外で固定 さ



れていない弾性部材 2 の影響によ り、腹側外装体 2 Aの延出部分 2 「 a の

伸縮性の方が背側外装体 2 の延出部分 2 「 b に比べて大きい。

０００ 延出部分 2 「 a ， 2 「 b それぞれのおむつ横方向の伸縮性の程度は、展開

かつ伸長状態のおむつ 「A における、延出部分 2 「 a ， 2 「 b それぞれの、

吸収性本体 3 の側縁 3 C からおむつ幅方向外方に延出する長さを 「００
としたとき、収縮状態における同長さが、 9 ０～「 となることが好まし

く、 6 ０～2 ０ となることがよ り好ましく、 ０～2 となることが更

に好ましくい。

００ ｱ述 した効果の一又は二以上が一層確実に奏 されるようにする観点から、

腹側外装体 2 A及び背側外装体 2 は、それぞれ、前記延出部分 2 「 a ， 2

「 b の延出長さ」 ， 」6 が、該サイ ドシール部 の長さ」 の ～「 ０
であることが好ましく、 2 ～7 ０ であることがよ り好ましい。

また、同様の観点から、腹側外装体 2 Aの延出部分 2 「 a の延出長さ」
は、腹側外装体 2 Aの長さ」a の ～6 ０ 、特に 2 ０～ ０ であること

が好ましく、背側外装体 2 の延出部分 2 「 b の延出長さ」6 は、背側外装

体 2 の長さ」b の ～6 ０ 、特に 2 ０～ ０ であることが好ましい。

なお、延出部分 2 「 a ， 2 「 b の好ましい延出長さ」 ， 」6 やその理由

、吸収性本体の構成等は、第 「実施形態におけるのと同様である。

００ 次に、第 6 実施形態のパンツ型使い捨ておむつ 「Aの好ましい製造方法に

ついて図 「 を参照 して説明する。特に説明しない点は、図 を参照 して説

明した第 「実施形態のおむつの製造方法と同様である。

本実施態様の製造方法においても、図 「 に示すように、外層シー トの原

反である幅広の帯状シー ト「 2 と、内層シー トの原反である幅広の帯状シ

ー ト「 2 3 とを、両者間に弾性部材 2 を伸長状態で介在させた状態に重ね

合わせる。両帯状シー ト「 2 ， 「 2 3 を重ね合わせる前には、図示 しない

接着剤塗エ機で、帯状シー ト「 2 及び 又は帯状シー ト「 2 3 に、端部固

定部 2 7及び吸収性本体側固定部 2 8形成用の接着剤を間欠的に塗エ してお

き、ニップロール 9 ０による加圧によ り、弾性部材 2 が、両固定部 2 7



2 8 において帯状シー ト「 2 ， 「 2 3間に固定 されるようにする。

００3 次いで、重ね合わせた両帯状シー ト「 2 ， 「 2 3 を、周面に接合部 2 6

形成用の凸部、線状接合部 「 2 9 成用の凸部及び弾性部材 2 切断用の凸

部が形成された加圧口一ル 9 「と、加圧口一ル 9 「と対向配置されたアンビ

ルロール 9 との間に導入 して部分的に加圧及び加熱することによ り、上述

した多数の接合部 2 6及び線状接合部 「 2 9 を形成すると共に、吸収性本体

3 が配置される部位の弾性部材 2 を切断する。なお、接合部 2 の形成と

、線状接合部 「 2 9 の形成と、弾性部材 2 の切断は、それぞれ異なる加圧

口一ルを用いて行 う こともでき、また、接合 6の形成と弾性部材 2 の

切断とを同一の加圧口一ルで行 う一方、線状接合部 「 2 9 の形成をそれとは

別の加圧口一ルで行 う こともできる。

００ 次いで、弾性部材 2 が介在された状態で積層された両帯状シー ト「 2

， 「 2 3 を、分割手段 9 3 によ り、 2 木の帯状シー ト「０ A ， 「０ に

分割する。

以後の操作は、図 を参照 して説明した第 「実施形態のおむつの製造方法

と同様である。

００ また、第 6 実施形態のおむつ 「A も、このように、外装体形成用の帯状シ

ー ト「 2 ， 「 2 3から、レッグ開口部形成用の トリムを除去 しないで製造

することができるため、 トリムの除去や再利用に必要なエ程を不要として、

効率的且つ経済的に製造することができる。また、 トリムが生 じないため環

境にもやさ しい。

００ 次に、本発明の第 7 及び第 8 実施形態について説明する。

第 7 及び第 8 実施形態のパンツ型使い捨ておむつについては、第 6 実施形

態との相違点について主として説明し、同様の点については説明を省略する

。特に説明しない点は、第 「及び 又は第 6 実施形態と同様である。以下の

説明においては、第 「及び 又は第 6 実施形態のおむつの各構成要素等に付

した符号と同一の符号を、第 7 及び第 8 実施形態における対応する構成要素

等に付 してある。



００ 第 7 実施形態のパンツ型使い捨ておむつ 「日においては、図 「 6 に示すよ

うに、腹側延出部分伸縮部 G 3 の中央部分G 3 「に、複数本の線状接合部 「

2 9 が形成されているが、その線状接合部 「 2 9 の長さが、ウエス ト開口部

側から股下部 に向かって漸次短 くなっている。

この場合、延出部分 2 「 a の収縮 した部分が、線状接合部 「 2 9 の端部の

位置まで移動するが、その収縮 した部分が、おむつ幅方向内側に人る程度が

、ウエス ト開口部 側から股下部 に向かって大きくなるため、延出部分

2 「 a の側縁部が、ウエス ト開口部 側から股下部 に向かっておむつ幅

方向内側に大きく人ることになる。

そのため、腹側部 A側の脚回りの外観をハイレグ様の外観とすることがで

きる。

００8 第 8 実施形態のパンツ型使い捨ておむつは、第 6 実施形態のおむつ 「A に

おける腹側延出部分伸縮部 G 3 と同様の構成を有する伸縮部を、腹側外装体

2 Aの延出部分 2 「 a 及び背側外装体 2 の延出部分 2 「 b の双方に有 して

いる。

００ 第 「及び第 2 発明の好ましい実施形態として第 6 ～第 8 実施形態について

説明したが、それらの実施形態は、適宜変更可能である。

例えば、腹側延出部分伸縮 の側部部分G 3 における接合 6 は

、平面視千鳥状のパターンで形成されていても良い。また、ウエス ト伸縮部

G 「や胴回り伸縮 等は、全面的に接着された 2 枚のシー ト問に弾性部

材が固定 されているもの等であっても良い。

０ ０ また、背側外装体 2 の延出部分は、第 「実施形態のおむつ 「A とは異な

る構成によって、おむつ横方向に伸縮性を有 していても良い。 ここでいう、

おむつ横方向に伸縮性を有するとは、横方向 ( Y方向) のみに伸縮性を有す

る場合に限られず、横方向 ( Y方向) 及び縦方向 ( X方向) に伸縮性を有 し

ていても良い。また、平面内の全方向に伸縮するものであっても良い。

０ 次に、本発明の第 9 実施形態 (第 「及び第 2 発明の一実施形態 ) であるパ

ンツ型使い捨ておむつ 「D (以下、おむつ 「D ともいう ) について、図 「 7



～図 2 「を参照 して説明する。第 9 実施形態のパンツ型使い捨ておむつ 「D

は、図 「 8 に示す基本構成を有 し、該基本構成は、第 「実施形態のおむつ 「

と同様である。但 し、第 3 発明における腹側外装体及び 又は背側外装体は

、延出部分を有するものに限定 されない。必須ではない。は、吸収性物品縦

方向の長さが横方向において均一なものに制限されない。

第 9 実施形態のパンツ型使い捨ておむつ 「Dについては、第 「実施形態と

の相違点について主として説明し、同様の点については適宜説明を省略する

。特に説明しない点は、第 「実施形態と同様であり、第 「実施形態について

の説明を適宜適用可能である。以下の説明においては、第 「実施形態のおむ

つの各構成要素等に付 した符号と同一の符号を、第 9 実施形態における対応

する構成要素等に付 してある。

０ 第 9 実施形態のおむつ 「Dは、図 「 8 に示すように、着用者の腹側に配さ

れる腹側外装体 2 A と、着用者の背側に配される背側外装体 2 と、腹側外

装体 2 A及び背側外装体 2 に架 け渡 して固定 された吸収性本体 3 とを具備

し、図 「 7 に示すように、腹側外装体 2 A と背側外装体 2 とが環状に連結

されているパンツ型の使い捨ておむつである。

０ 3 おむつ 「Dは、腹側外装体 2 A と背側外装体 2 の両側縁部 2 a b に

、腹側外装体 2 A と背側外装体 2 とを接合 して形成されたサイ ドシール部

を有 している。

また、図 「 8 に示すように、腹側外装体 2 Aは、吸収性物品縦方向の長さ

」a が、サイ ドシール部 の同方向の長さ」 よ り長 く、該サイ ドシール部

よ り下方に延出する腹側延出部 2 「 a を有 している。また、背側外装体 2

日は、吸収性物品縦方向の長さ」b が、サイ ドシール部 の長さ」 よ り長

く、該サイ ドシール部 よ り下方に延出する背側延出部 2 「 b を有 している

また、おむつ 「Dの縦方向は、腹側部 Aから股下部 C を経て背側部 に亘

る方向又はその逆方向 (図 「 8 中X方向) であり、おむつ (吸収性物品) 「

の横方向は、その縦方向に直交する方向 (図 「 8 中Y方向) である。



０ 腹側外装体 2 A及び背側外装体 2 は、図 「 8 に示すように、弾性部材 2

を伸長させた状態で、一対の側縁部 2 a a どう し、及び一対の側縁部

2 b b どう しが、それぞれ互いに平行であることが好ましい。また、腹

側外装体 2 A及び背側外装体 2 は、弾性部材 2 を伸長させた状態で、横

長長方形状であることが好ましい。

なお、一対の側縁部 2 b b どう しは、それぞれ互いに平行なものに代

えて非平行なものであっても良 く、例えば、腹側外装体 2 A又は背側外装体

2 の端縁部 2 dから端縁部 2 C に向かって、一対の側縁部間の距離が拡大

したり、減少 したり、一旦拡大 した後に減少するもの、一旦減少 した後に拡

大するもの等であっても良い。

０ サイ ドシール部 は、図 「 8 に示すように、腹側外装体 2 Aの長さ」a 及

び背側外装体 2 の長さ」b の何れよ りも短 く形成されており、腹側外装体

2 A及び背側外装体 2 には、それぞれ、サイ ドシール部 よ り下方 (着用

時における下方 ) に延出する、腹側延出部 2 「 a 及び背側延出部 2 「 b が形

成されている。

０ おむつ 「Dにおける腹側外装体 2 A及び背側外装体 2 は何れも、図 「 9

及び図 2 ０に示すように、おむつの外面をなす外層シー ト2 と、外層シー

ト2 の内面側に配された内層シー ト2 3 と、両シー ト2 3間に、お

むつ横方向 ( Y方向) に沿って伸長状態で配された複数本の糸状の弾性部材

2 とを備えており、それぞれ、ウエス ト帯状伸縮域 G 「０、第 「帯状伸縮

域 G 2 ００及び第 2 帯状伸縮域 G 3 ０を有 している。

０ ウエス ト帯状伸縮域 G 「０は、腹側外装体 2 A及び背側外装体 2 のそれ

ぞれにおいて、おむつ 「Dの縦方向 ( X方向) における、吸収性本体 3 の長

手方向の端部 3 a 3 bの位置よ り外方 (ウエス ト開口部の開口端側 ) に形

成されている。

第 「帯状伸縮域 G 2 ０及び第 2 帯状伸縮域 G 3 ０は、腹側外装体 2 A及び

背側外装体 2 のそれぞれにおいて、おむつ Dの縦方向 ( X方向 におけ

る、吸収性本体 3 の長手方向の端 3 a 3 bの位置よ り股下部 に形成



されており、且つ第 2 帯状伸縮域 G 3 ０は、第 「帯状伸縮域 G ０よ り股下

部 に位置 している。

ウエス ト帯状伸縮域 G 「０、第 「帯状伸縮域 G ０及び第 2 帯状伸縮域 G

3 ０は、何れも、弾性部材 2 の存在によって、おむつ 「Dの横方向 ( Y方

向) に伸縮する。

０ 8 腹側外装体 2 Aは、おむつ 「Dの縦方向 ( X方向) に沿 う両側縁部 2 a

2 a に、外層シー ト2 と内層シー ト2 3 との間が接着剤を介 して接合 され

た一対の端部固定部 2 7 を有 している (図 「 9 参照 ) 。また、背側外装体 2

日も、同様に、おむつ 「Dの縦方向 ( X方向) に沿 う両側縁部 2 b bに

、外層シー ト2 と内層シー ト2 3 との間が接着剤を介 して接合 された一対

の端部固定部 2 7 を有 している (図 2 ０参照 ) 。

０ また、腹側外装体 2 A及び背側外装体 2 は、図 「 9 及び図 2 ０に示すよ

うに、一対の前記端部固定部 2 7 2 7 間に、外層シー ト2 と内層シー ト

2 3 との間が接着剤を介 して接合 された、一対の第 「本体側固定部 2 8 ， 2

8 及び一対の第 2 本体側固定部 2 9 9 を有 している。一対の第 「本

体側固定部 2 8 8 は、主として第 「帯状伸縮域 G ０に対応 して設けら

れており、一対の第 2 本体側固定部 2 9 9 は、主として第 2 帯状伸

縮域 G 3 ０に対応 して設けられている。第 「及び第 2 本体側固定部 2 8 ， 2

2 9 は、それぞれ、おむつ 「Dの幅方向において、端部固定部 2 7 に比 して

吸収性本体 3 側 ( Y方向中央部側 ) に形成されている。

０ ０ 腹側及び背側外装体 2 A のウエス ト帯状伸縮域 G 「０は、何れも、

図 「 9 又は図 2 ０に示すように、腹側外装体 2 A又は背側外装体 2 におけ

る、端部固定部 2 7 7 間の全域に亘って伸縮性を発現するように形成さ

れている。ウエス ト帯状伸縮域 G 「０は、一対の端部固定部 2 7 7 間に

亘って連続する複数本の弾性部材 2 4 を有 している。ウエス ト帯状伸縮域 G

「０は、端部固定部 2 7 7 間に亘って連続する弾性部材 2 と共に、一

対の第 「本体側固定部 2 8 8間の領域で切断されて左右に分断された弾

性部材を有 していても良い。



０ 腹側及び背側外装体 2 A の第 「帯状伸縮域 G 2 ０は、何れも、図 「

9 又は図 2 ０の左右それぞれにおける、端部固定部 2 7 と第 「本体側固定部

2 8 との間が、おむつ 「Dの横方向に伸縮する伸縮部 G 「 2 ， G 「 2 と

なっている。他方、第 「本体側固定部 2 8 8間は、弾性部材 2 の切断

によって形成された非伸縮部 G 「 2 「となっている。

０ 腹側及び背側外装体 2 A の第 2 帯状伸縮域 G 3 ０は、同様に、図 「

又は図 2 ０の左右それぞれにおける、端部固定部 2 7 と第 2 本体側固定部

2 9 との間が、おむつ 「Dの横方向に伸縮する伸縮部 G 「 3 ， G 「 3

となっている。他方、第 2 本体側固定部 2 9 9 間は、弾性部材 2

の切断によって形成された非伸縮部 G 「 3 「となっている。

０ 3 図 「 9 及び図 2 ０に示すように、ウエス ト帯状伸縮域 G 「０、第 「帯状伸

縮域 G ０中の伸縮部 G 「 2 ， G 「 2 及び第 2 帯状伸縮域 G 3 ０中の伸

縮部 G 「 3 ， G 「 3 2 においては、外層シー ト2 と内層シー ト2 3 との

間が、散点状に形成された多数の接合部 2 6 において接合 されている。

よ り具体的には、ウエス ト帯状伸縮域 G 「０， 前記伸縮部 G 「 2 ， G 「

2 及び前記伸縮部 G 「 3 ， G 「 3 の何れにおいても、おむつ 「Dの横

方向 ( Y方向) に接合部 2 6が直列配置されてなる横接合部列が、おむつ 「

Dの縦方向 ( X方向) に間隔をおいて複数列形成されている。また、それら

の横接合部列における各接合部のY方向の位置も全ての接合部列において一

致 している。また、おむつ 「Dの縦方向 ( X方向) に接合部 2 6が直列配置

されてなる縦接合部列も形成されており、該縦接合部列は、おむつ 「Dの横

方向 ( Y方向) に間隔をおいて複数列形成されている。

０ そして、ウエス ト帯状伸縮域 G 「０， 前記伸縮部 G 「 2 ， G 「 2 及び

前記伸縮部 G 「 3 ， G 「 3 の何れにおいても、複数本の弾性部材 2 が

、それぞれ、おむつ 「Dの縦方向 ( X方向) において隣 り合 う接合部 2 6間

を通るように配されている。また、ウエス ト帯状伸縮域 G 「０， 前記伸縮部

G G 及び前記伸縮 G 3 G 3 に配された弾性部材

2 は、端部固定部 2 7及び第 「及び第 2 本体側固定部 2 8 9 におい
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０ 8 図 「 9 及び図 2 ０に示すように、第 9 実施形態のおむつ 「Dにおいては、

腹側及び背側外装体 2 A における第 「帯状伸縮域 G ０は、何れも、

一対のサイ ドシール部 ， 間に位置する腹側外装体本体 2 及び背側外

装体本体 2 に形成されており、腹側及び背側外装体 2 A における

第 2 帯状伸縮域 G 3 ０は、何れも、サイ ドシール部 ， よ り下方に延出す

る、腹側延出部 2 「 a 及び背側延出部 2 「 b に形成されている。

０ 第 9 実施形態のおむつ 「Dにおいては、図 「 9 に示すように、腹側外装体

2 Aにおける、第 「帯状伸縮域 G ０の非伸縮部 G 「 2 「と第 2 帯状伸縮域

G 3 ０の非伸縮部 G 「 3 「とで、おむつ (吸収性物品) 横方向 ( Y方向) の

長さ」「 a ， 」2 a が異なっている。また、背側外装体 2 における、第 「

帯状伸縮域 G ０の非伸縮部 G 「 2 「と第 2 帯状伸縮域 G ０の非伸縮部 G

「 3 「とで、おむつ (吸収性物品) 横方向 ( Y方向) の長さ」「 b ， 」2

が異なっている。

０ ０ 第 9 実施形態のおむつ 「Dにおけるように、腹側外装体 2 A において、前

記長さ」「 a と前記長さ」2 a とを異ならせるか、及び 又は背側外装体 2

日において、前記長さ」「 b と前記長さ」2 b とを異ならせることによ り、

容易に、第 「帯状伸縮域 G ０及び第 2 帯状伸縮域 G ０それぞれの収縮の

程度や、収縮の程度のバランスを適宜に変化させることができる。

０ 3 そのため、例えば、着用者の体重、年齢 (幼児又は大人等 ) 、性別Xはそ

れによる体型の差等に応 じて、股下部近傍に最適なフィット性が得 られるよ

うに、第 「帯状伸縮域 G 2 ０及び第 2 帯状伸縮域 G 3 ０それぞれの収縮の程

度や、第 「帯状伸縮域 G 2 ０と第 2 帯状伸縮域 G 3 ０の収縮の程度のバラン

スを調整することや、股下部近傍におけるおむつの外観を最適なものとする

ために、第 「帯状伸縮域 G 2 ０及び第 2 帯状伸縮域 G 3 ０それぞれの収縮の

程度や、第 「帯状伸縮域 G 2 ０と第 2 帯状伸縮域 G 3 ０の収縮の程度のバラ

ンスを調整することできる。また、第 「帯状伸縮域 G ０と第 2 帯状伸縮域

G 3 ０とで配する弾性部材の種類や太さ等を異ならせても良いが、種類や太

さ等の同 じ弾性部材を同一の伸長率でシー ト2 2 3間に導入する場合で



あっても、上述のような、着用者の体重、年齢 (幼児又は大人等 ) 、性別X

はそれによる体型の差等に応 じた設計とすることができる。

０ 3 第 9 実施形態のおむつ 「Dにおいては、図 2 ０に示すように、背側外装体

2 における第 2 帯状伸縮域 G 3 ０が背側延出部 2 「 b に形成されており、

その第 2 帯状伸縮域 G 3 ０の非伸縮部 G 「 3 「のおむつ横方向の長さ」2 b

が、第 「帯状伸縮域 G 2 ０の非伸縮部 G 「 2 「のおむつ横方向の長さ」「 b

よ り長 くなっている。

そのため、例えば、第 「帯状伸縮域 G ０においては、Y方向に収縮 した

際に体にフィットしおむつ 「Dのズ レを抑制 しつつ、第 2 帯状領域 G 3 にお

いては、背側延出部 2 「 b が Y方向に大きく収縮することを防止することが

でき、背側延出部 2 「 b のめくれを防止 しながら、優れた瞥部の被覆性を得

ることができる。

第 9 実施形態のおむつ 「Dにおいて、前記長さ」2 bは、前記長さ」「 b

の 「０ ～2 ００ 、特に 「 「０～「 ０ であることが好ましい。なお、

図 2 ０に示す例においては、前記長さ」「 b が吸収性本体 3 の幅と略同 じで

ある一方、前記長さ」2 bが吸収性本体 3 の幅よ りも長 くなっている。前記

長さ」2 bが吸収性本体 3 の幅よ りも長いと、吸収体が Y方向に縮むのを更

に抑制 し瞥部側股間部の被覆性を得る事が出来、就寝の際の尿漏れ防止等が

良好 となる。

０ 33 しかも、第 9 実施形態のおむつ 「Dにおいては、図 「 9 に示すように、腹

側外装体 2 Aにおける、第 2 帯状伸縮域 G 3 ０が腹側延出部 2 「 a に形成さ

れており、その第 2 帯状伸縮域 G 3 ０の非伸縮部 G 「 3 「のおむつ横方向の

長さ」2 a が、第 「帯状伸縮域 G ０の非伸縮部 G 「 2 「のおむつ横方向の

長さ」「 a よ り短 くなっている。

そのため、例えば、背側延出部 2 「 b については、延出部 2 「 b のめくれ

や瞥部の被覆性の低下を防止 しながら、腹側延出部 2 「 a については、おむ

つ横方向 ( Y方向) にある程度大きく収縮 させて、腹側延出部 2 「 a を、図

「 7 に示すような、脚廻 りに沿った形状に変形させることができ、フィット



性が向上 し、また体との隙間が減少する事でモ レへの不安感を与えない。

０ 3 第 9 実施形態のおむつ 「Dにおいて、前記長さ」2 a は、前記長さ」「 a

の ～9 、特に ０～9 ０ であることが好ましい。なお、図 「 9 に示

す例においては、前記長さ」「 a が吸収性本体 3 の幅と略同 じである。

０ 3 また、おむつ 「Dにおいては、腹側外装体 2 A 及び背側外装体 2 に前述

した腹側及び背側延出部 2 「 a ， 2 「 b を有 し、腹側及び背側延出部 2 「 a

に前述 した第 2 帯状伸縮域 G 3 ０が形成されているため、おむつ「

Dを着用 したときに、腹側外装体 2 A 及び背側外装体 2 の腹側及び背側延

出部 2 「 a ， 2 「 b に存する側縁部 2 a bが、図 「 7 ( b ) に示すよう

に、腹側部方向と背側部方向に分かれて脚廻 りに沿 うように開くため、履き

やすいと共に、脚廻 りに沿った下向き凹状の縁部が形成され、外観やフィッ
ト感にも優れている。

０ 3 なお、本発明のパンツ型吸収性物品は、腹側及び 又は背側延出部 2 「 a

， 2 「 b を有 さない一方、おむつ 「D と同様に、腹側及び 又は背側外装体

本体 2 ０a に、第 「及び 2 帯状伸縮域 G 2 ０ G 3 ０を有するもの

であっても良い。その場合に、背側外装体 2 における前記長さ」2 b を前

記長さ」「 b よ り長 く したり、更にそれに加えて、腹側外装体 2 A における

前記長さ」2 a を前記長さ」「 a よ り短 くすることによる利点 としては、体

形に追従する事でフィット性が向上すると共におむつ装着時に履かせ易 くな

る等が挙げられる。

０ 3 前記長さ」2 a は、前記長さ」2 b よ り短いことが、吸収性本体 3 がよ り

股間部にフィットし吸収性能が向上する点から好ましい。

０ 3 おむつ 「Dにおける、吸収性本体 3 は、長手方向の一端側 (腹側外装体 2

A と重なっている部分 ) が、腹側外装体 2 A のY方向の中央部付近に接着剤

を介 して固定 され、長手方向の他端側 (背側外装体 2 と重なっている部分

) が、背側外装体 2 のY方向の中央部付近に接着剤を介 して固定 されてい

る。

よ り具体的には、腹側外装体 2 A の第 「帯状伸縮域 G ０と吸収性本体 3



との間は、第 「本体側固定部 2 8 8間の幅と略同幅に塗エされた接着剤

によ り接合 されており、腹側外装体 2 A の第 2 帯状伸縮域 G 3 ０と吸収性本

体 3 との間は、第 2 本体側固定部 2 9 9 間の幅と略同幅に塗エされ

た接着剤によ り接合 されている。

０ 3 背側外装体 2 についても同様であり、背側外装体 2 の第 「帯状伸縮域

G ０と吸収性本体 3 との間は、第 「本体側固定部 2 8 2 8間の幅と略同

幅に塗エされた接着剤によ り接合 されており、背側外装体 2 の第 2 帯状伸

縮域 G 3 ０と吸収性本体 3 との間は、第 2 本体側固定部 2 2 9 9 間の

幅と略同幅に塗エされた接着剤によ り接合 されている。

０ ０ 従って、腹側外装体 2 A において、第 「及び第 2 帯状伸縮域 G 2 ０ G 3

は、おむつ横方向 ( Y方向) における非伸縮部 G 「 2 「， G 「 3 「の長さ

」「 a ， 」2 a の大小M係 と、第 「又は第 2 帯状伸縮域 G 2 G 3 と吸収性

本体 3 との接合部の、おむつ横方向 ( Y方向) の長さの大小M係 とが一致 し

ている。

また、背側外装体 2 において、第 「及び第 2 帯状伸縮域 G 2 G 3 は、

おむつ横方向 ( Y方向) における非伸縮部 G 「 2 「， G 「 3 「の長さ」「 b

， 」2 bの大小M係 と、第 「又は第 2 帯状伸縮域 G G 3 と吸収性本体 3

との接合部の、おむつ横方向 ( Y方向) の長さの大小M係 とが一致 している

０ ここでいう大小M係の一致は、第 「帯状伸縮域 G 2 ０の非伸縮部 G 「 2 「

の前記長さ」「 a ( 」「 b ) が、第 2 帯状伸縮域 G 3 ０の非伸縮部 G 「 3 「

の前記長さ」2 a ( は」2 b ) よ り長い場合には、第 「帯状伸縮域 G ０
と吸収性本体 3 との接合部の、おむつ横方向 ( Y方向) の長さが、第 2 帯状

伸縮域 G 3 ０と吸収性本体 3 との接合部の、おむつ横方向 ( Y方向) の長さ

よ りも長 く、第 「帯状伸縮域 G 2 ０の非伸縮部 G 「 2 「の前記長さ」「 a (

」「 b ) が、第 2 帯状伸縮域 G 3 ０の非伸縮部 G 「 3 「の前記長さ」2 a (

又は b よ り短い場合には、第 「帯状伸縮域 G 2 ０と吸収性本体 3 との

接合部の、おむつ横方向 ( Y方向) の長さが、第 2 帯状伸縮域 G 3 ０と吸収



性本体 3 との接合部の、おむつ横方向 ( Y方向) の長さよ りも短いことをい

っ。

０ おむつ 「Dにおいては、このような態様で、吸収性本体 3 と、腹側外装体

2 A及び 又は背側外装体 2 との間が固定 されているため、第 「帯状伸縮

域 G ０及び 又は第 2 帯状伸縮域 G 3 ０の伸縮部 G 「 2 ， G 「 3 の伸

縮性が、吸収性本体 3 と重なる部分においても阻害されにくいので、上述 し

たような各種の効果が一層確実に得 られる。

この点については、後述する第 「０～第 「 2 実施形態においても同様であ

る。

０ 3 なお、おむつ 「Dにおける外層シー ト2 及び内層シー ト2 3 は、ウエス

ト開口部の開口周縁端をなす端縁部 2 dにおいて内層シー ト2 3 に折 り返

された延出折 り返 し部 2 a 3 を有 しており、延出折 り返 し部 2

3 は、サイ ドシール部 において、外層シー ト2 及び内層シー ト2

3 の折 り返 されていない部分と接合 されていると共に、吸収性本体 3 の長手

方向と重なる部分が、接着剤によ り該吸収性本体 3 の表面シー ト側の面に接

合 されている。

０ 図 2 ～図 2 は、本発明 (第 3 発明) の他の実施形態のパンツ型使い捨

ておむつを模式的に示す図である。第 「０～「 2 実施形態のパンツ型使い捨

ておむつについては、第 9 実施形態との相違点について主として説明し、同

様の点については説明を省略する。特に説明しない点は、第 9 実施形態と同

様である。図 2 及び図 2 には、第 9 実施形態のおむつの構成要素には同

一の符号を付 してある。

０ 図 2 に示す第 「０実施形態のパンツ型使い捨ておむつにおいては、背側

外装体 2 については、第 9 実施形態のおむつ 「D と同様に、第 2 帯状伸縮

域 G 3 ０の非伸縮部 G 「 3 「のおむつ横方向の長さ」2 bが、第 「帯状伸縮

域 G 2 ０の非伸縮部 G 「 2 「のおむつ横方向の長さ」「 b よ り長 くなってい

る一方、腹側外装体 2 Aにおいては、第 2 帯状伸縮域 G 3 ０の非伸縮

3 「のおむつ横方向の長さ」2 a が、第 「帯状伸縮域 G 2 ０の非伸縮部 G 「



2 「のおむつ横方向の長さ」「 a よ り長 くなっている。

０ 第 「０実施形態のパンツ型使い捨ておむつによれば、背側延出部 2 「 b に

ついては、延出部 2 「 b のめくれや瞥部の被覆性の低下を防止 し、腹側延出

部 2 「 a については、おむつ横方向 ( Y方向) の収縮力が低減され、肌への

ゴム跡等の肌 トラブルが防止出来、フィット性、履かせ易さ、動きやすさが

向上する。また、延出部が大きく広がっているためサイズの大きい人にも適

用可能となる。

０ 第 「０実施形態において、前記長さ」2 bは、前記長さ」「 b の 「０ ～
2 ００ 、特に 「 「０～「 ０ であることが好ましく、前記長さ」2 a は

、前記長さ」「 a の 「０ ～2 ００ 、特に 「 「０～「 ０ であることが

好ましい。前記長さ」2 bは、前記長さ」「 b の 「０ ～2 ００ 、特に 「

「０～「 ０ であることが好ましく、前記長さ」2 a は前記長さ」「 a の

「０ ～2 ００ 、特に 「 「０～「 ０ であることが好ましい。

また、前記長さ」2 a は、前記長さ」2 bよ り短いことが、吸収性本体 3

がよ り股間部にフィットし吸収性能が向上する点から好ましい。

０ 8 なお、おむつ等の吸収性物品が、腹側及び背側延出部 2 「 a ， 2 「 b を有

さず、第 「及び 2 帯状伸縮域 G G 3が、腹側及び 又は背側外装体本体

2 ０a に存在する場合に、背側外装体 2 における前記長さ」2 b

を前記長さ」「 b よ り長 くすると共に、腹側外装体 2 Aにおける前記長さ」
2 a を前記長さ」「 a よ り長 くすることによる利点 としては、体形に追従す

る事でフィット性が向上すると共におむつ装着時に履かせ易 くなる等が挙げ

られる。

０ 図 2 3 に示す第 「 「実施形態のパンツ型使い捨ておむつにおいては、背側

外装体 2 については、第 2 帯状伸縮域 G 3 ０の非伸縮部 G 「 3 「のおむつ

横方向の長さ」2 bが、第 「帯状伸縮域 G 2 ０の非伸縮部 G のおむつ横方向

の長さ」「 b よ り短 くなっている一方、腹側外装体 2 Aについては、第 2 帯

状伸縮域 G 3 ０の非伸縮部 G 「 3 「のおむつ横方向の長さ」2 a が、第 「帯

状伸縮域 G ０の非伸縮部 G 「 2 「のおむつ横方向の長さ」「 a よ り長 くな



っている。

０ ０ 第 「 「実施形態のパンツ型使い捨ておむつによれば、例えばおしりが細身

、太ももが太めの体形であっても背側延出部 2 「 b については、延出部 2 「

b のめくれや瞥部の被覆性の低下を防止 し、腹側延出部 2 「 a については、

おむつ横方向 ( Y方向) の収縮力が低減され、肌へのゴム跡等の肌 トラブル

が防止出来、フィット性、履かせ易さが向上する。また、腹側の延出部が大

きく広がっているため動きやすい。

０ 第 「 「実施形態において、前記長さ」2 bは、前記長さ」「 b の ～9

、特に ０～9 ０ であることが好ましく、前記長さ」2 a は前記長さ」
「 a の 「０ ～2 ００ 、特に 「 「０～「 ０ であることが好ましい。

０ なお、おむつ等の吸収性物品が、腹側及び背側延出部 2 「 a ， 2 「 b を有

さず、第 「及び 2 帯状伸縮域 G 2 G 3 が、腹側及び 又は背側外装体本体

2 ０a に存在する場合に、背側外装体 2 における前記長さ」2 b

を前記長さ」「 b よ り短 くすると共に、腹側外装体 2 Aにおける前記長さ」
2 a を前記長さ」「 a よ り長 くすることによる利点 としては、体形に追従す

る事でフィット性が向上すると共におむつ装着時に履かせ易 くなる等が挙げ

られる。

０ 3 図 2 に示す第 「 2 実施形態のパンツ型使い捨ておむつにおいては、背側

外装体 2 については、第 2 帯状伸縮域 G 3 ０の非伸縮部 G 「 3 「のおむつ

横方向の長さ」2 bが、第 「帯状伸縮域 G ０の非伸縮部 G のおむつ横方向

の長さ」「 b よ り短 くなっており、腹側外装体 2 Aについても、第 2 帯状伸

縮域 G 3 ０の非伸縮部 G 「 3 「のおむつ横方向の長さ」2 a が、第 「帯状伸

縮域 G ０の非伸縮部 G 「 2 「のおむつ横方向の長さ」「 a よ り短 くなって

いる。

０ 第 「 2 実施形態のパンツ型使い捨ておむつによれば、例えば細身の体系で

あっても背側延出部 2 「 b については、延出部 2 「 b のめくれや瞥部の被覆

性の低下を防止 し、腹側延出部 2 「 a については、おむつ横方向 ( Y方向)

にある程度大きく収縮 させて、腹側延出部 2 「 a を、図 「 7 に示すような、



脚廻 りに沿った形状に変形させることでフィット性が向上 し、また、股下の

隙間が減少する事でモ レへの不安感を与えない。

０ 第 「 2 実施形態において、前記長さ」2 bは、前記長さ」「 b の ～9

、特に ０～9 ０ であることが好ましく、前記長さ」2 a は前記長さ」
「 a の ～9 、特に ０～9 ０ であることが好ましい。

０ なお、おむつ等の吸収性物品が、腹側及び背側延出部 2 「 a ， 2 「 b を有

さず、第 「及び 2 帯状伸縮域 G 2 G 3 が、腹側及び 又は背側外装体本体

2 ０a に存在する場合に、背側外装体 2 における前記長さ」2 b

を前記長さ」「 b よ り短 く し、また、腹側外装体 2 Aにおける前記長さ」2

a を前記長さ」「 a よ り短 くすることによる利点 としては、フィット性が向

上 し、おむつズ レ防止、細身の体形に合 う等が挙げられる。

０ 上述 した効果の一又は二以上がよ り確実に奏 されるようにする観点等から

、上述 した各実施形態において、第 「帯状伸縮域 G 2 ０のおむつ縦方向の長

さ」「 (図 「 9 参照 ) は、おむつ縦方向 ( X方向) における腹側外装体 2

Aの長さ」a 又は背側外装体 2 の長さ」b (図 「 8 参照 ) の ～9 で

あることが好ましく、第 2 帯状伸縮域 G 3 ０のおむつ縦方向の長さ」2 (

図 「 9 参照 ) は、前記長さ」a 又は」b の ～9 であることが好ましい

０ 8 また、腹側外装体 2 A及び 又は背側外装体 2 に、腹側及び 又は背側

延出部 2 「 a ， 2 「 b を設ける場合、腹側Xは背側延出部 2 「 a ， 2 「 b の

延出長さ」 ， 」6 は、該サイ ドシール部 の長さ」 の ～「 ０ であ

ることが好ましく、 2 5～7 ０ であることがよ り好ましい。

また、同様の観点から、腹側延出部 2 「 a の延出長さ」 は、腹側外装体

2 Aの長さ」a の ～6 ０ 、特に 2 ０～ ０ であることが好ましく、背

側外装体 2 の延出部 2 「 b の延出長さ」6 は、背側外装体 2 の長さ」b

の ～6 ０ 、特に 2 ０～ ０ であることが好ましい。

なお、延出 a (延出部分 2 の好ましい延出

長さ」 ， 」6 やその理由、吸収性本体の構成等は、第 「実施形態における



のと同様である。

０ 次に、本発明のパンツ型吸収性物品の製造方法の好ましい実施態様につい

て、図 2 を参照 して説明する。

本実施態様の製造方法においては、図 2 に示すように、外層シー トの原

反である幅広の帯状シー ト「 2 と、内層シー トの原反である幅広の帯状シ

ー ト「 2 3 とを、両者間に弾性部材 2 を伸長状態で介在させた状態に重ね

合わせる。両帯状シー ト「 2 ， 「 2 3 を重ね合わせる前には、図示 しない

接着剤塗エ機で、帯状シー ト「 2 及び 又は帯状シー ト「 2 3 に、端部固

定部 2 7 並びに第 「及び第 2 本体側固定部 2 8 2 9 成用の接着剤を間

欠的に塗エ しておき、ニップロール 9 ０による加圧によ り、弾性部材 2 が

、各固定部 2 7 8 9 において帯状シー ト「 2 ， 「 2 3間に固定

されるようにする。

０ ０ 次いで、重ね合わせた両帯状シー ト「 2 ， 「 2 3 を、周面に接合部 2 6

形成用の凸部が形成された加圧口一ル 9 「と、加圧口一ル 9 「と対向配置さ

れたアンビルロール 9 との間に導入 して部分的に加圧及び加熱することに

よ り、上述 した多数の接合部 2 6 を形成する。更に、弾性部材 2 を挟んだ

状態の両帯状シー ト「 2 ， 「 2 3 を、周面に弾性部材 2 切断用の凸部が

形成された凸口一ル 9 3 と、凸口一ル 9 3 と対向配置されたアンビルロー

ル 9 との間に導入 して、部分的に加圧及び 又は加熱することによ り、腹

側及び背側外装体 2 A の第 「及び第 2 帯状伸縮域 G 「０， G 2 の非伸

縮部 G 「 2 「， G 「 3 「に対応する部位で弾性部材 2 を切断する。

この弾性部材 2 の切断エ程で用いる凸口一ル 9 3 は、腹側外装体 2 Aの

第 「帯状伸縮域 G ０の非伸縮部 G 「 2 「を形成する部分と第 2 帯状伸縮域

G 3 ０の非伸縮部 G 「 3 「を形成する部分とで、口一ル周方向における弾性

部材 2 切断用の前記凸部の分布長さが異なる。また、背側外装体 2 の第

「帯状伸縮域 G ０の非伸縮部 G 「 2 「を形成する部分と第 2 帯状伸縮域 G

3 ０の非伸縮部 G 「 3 「を形成する部分とで、口一ル周方向における弾性部

材 2 切断用の前記凸部の分布長さ ( 口一ルの周方向に沿って測定 ) が異な



る。なお、接合部 2 6の形成と、弾性部材 2 の切断は、同 じ口一ルを用い

て行 う こともできる。

０ 次いで、弾性部材 2 が介在された状態で積層された両帯状シー ト「 2

， 「 2 3 を、分割手段 9 3 によ り、 2 木の帯状シー ト「０ A ， 「０ に

分割する。 この分割の際には、両帯状シー ト「 2 ， 「 2 3 を、腹側外装体

の第 2 帯状伸縮域 G 3 ０となる部分と背側外装体の第 2 帯状伸縮域 G 3 ０と

なる部分とが分割されるようにする。

分割によ り生 じた 2 木の帯状シー ト「０ A ， 「０ は、腹側外装体連

続休 「０ A及び背側外装体連続休 「０ として用いられる。腹側外装体

連続休 「０ Aは、概ね、複数個分のおむつ 「Dの腹側外装体 2 Aが連続 し

た構成を有 し、背側外装体連続休 「０ は、概ね、複数個分のおむつ 「D

の背側外装体 2 が連続 した構成を有 している。

０ また、両帯状シー ト「 2 ， 「 2 3の分割は、接合部 2 6 を切断 しないよ

うに行ってもよいが、両帯状シー ト「 2 ， 「 2 3の流れ方向 ( D ) に並

んだ複数個の接合部 2 6が、それぞれ、該流れ方向と直交する方向 ( C D )

に 2 分割されるように行 う ことも好ましい。接合 6の 2 分割によって生

じた小接合部が、腹側及び背側外装体 2 A の股下部 3 側の端縁部 2 C

に並ぶことによって、該端縁部 2 C に中空部 3 ０が安定的に開口するように

な り、中空 3 ０又は襄 2 9 間の凹部を介 して空気の流通性が向上 し、ムレ

防止性や装着感が向上する。接合部 2 6の 2 分割は、 2 等分であっても良い

が 2 等分でな くても良い。また、接合 6の 2 分割は、分割によ り生 じる

小接合部それぞれのC D方向の長さが ・ 以上、よ り好ましくは 2

以上となるように行 う ことが好ましい。

０ 3 分割手段としては、シー トを連続的に切断 し得る各種公知の切断装置を用

いることができ、例えば、シー トの流れ方向の上流側にカ ッタ一刃を備えた

ものや、周面又は周縁部に環状の刃を有する円筒又は円盤状のカ ッタ一、レ

ーザーカ ッタ一、高圧水流カ ッタ一等を用いることができる。分割手段によ

り分割する方法は、加圧 してから分割 して連続休を離間させるため、分割す



る前に用いる加圧口一ル 9 「等の軸長方向の寸法を短 くできる等の利点があ

る。

０ 次いで、腹側外装体連続休 「０ A と背側外装体連続休 「０ とを、両

者間に所定の間隔を設けた状態て連続搬送 しながら、腹側外装体連続休 「０

2 A と背側外装体連続休 「０ とに、吸収性本体 3 を架 け渡すように固定

する。吸収性本体 3 の固定のために、吸収性本体 3 の裏面シー ト側の面及び

又は両連続休 「０ A ， 「０ の対向面に接着剤を塗エ しておく。また

、本実施態様においては、腹側外装体連続休 「０ A と背側外装体連続休 「

０ それぞれの流れ方向に沿 う一方の側部 「０ A ， 「０ を、吸

収性本体 3 の両端部を覆 うように折 り返 し、折 り返 した部分を該両端部に固

定 している。

０ そして、このようにして得 られたおむつ連続休 「０「を 2 つ折 りし、次い

で、サイ ドシール部 ， を、ヒー トシール、超音波シール、高周波シール

、接着剤等、またはこれらの手段を組み合わせて形成する。サイ ドシール部

， の形成には、一対のシールロールを備えたシール装置 (図示せず) が

好ましく用いられる。また、おむつ連続休 「０「の 2 つ折 りは、腹側外装体

連続休 「０ Aの側部 「０ A の折 り返 し及び背側外装体連続休 「０
の側部 「０ の折 り返 しによ り生 じた縁部 「０「 どう しが重なるよう

に行 う。

そして、サイ ドシール部 ， の形成後に、おむつ連続休 「０「を公知の

切断手段 (図示せず) によ り、個々のおむつ 「Dの寸法に切断する。 これに

よ り、上述 した構成のパンツ型使い捨ておむつ 「Dが得 られる。サイ ドシー

ル部 ， は、腹側外装体連続休 「０ A及び背側外装体連続休 「０ そ

れぞれの全幅に亘 らないように形成 し、おむつ 「Dの腹側外装体 2 A及び背

側外装体 2 に上述 した腹側及び背側延出部 2 「 a ， 2 「 b が形成されるよ

うにする。

０ 本実施態様の製造方法に関し、特に説明しない点は、従来の、いわゆる横

流れ方式のパンツ型使い捨ておむつの製造方法と同様にして製造することが



できる。例えば、腹側外装体連続休 「０ A及び背側外装体連続休 「０

上に配置する吸収性本体 3 は、吸収性本体が長手方向に連続 した構成の吸収

性本体連続休 「０3 を公知の方法によ り製造 した後、これをおむつ 「個分の

寸法に切断 して得ることができる。また、得 られた吸収性本体 3 は、それぞ

れ 9 ０度回転 した上で、腹側外装体連続休 「０ A及び背側外装体連続休 「

０ ｱに間欠的に配置することができる。

０ 本実施態様の方法によれば、このようにして、腹側及び 又は背側外装体

2 A における、第 「帯状伸縮域 G ０の非伸縮部 G 「 2 「の長さと第

2 帯状伸縮域 G 3 ０の非伸縮部 G 「 3 「の長さとが異なるおむつを容易に且

つ効率的に製造することができる。

また、本実施態様の方法によれば、外装体形成用の帯状シー ト「 2 ， 「

2 3から、レッグ開口部形成用の トリムを除去 しないで製造することができ

るため、 トリムの除去や再利用に必要なエ程を不要として、効率的且つ経済

的に製造することができる。また、 トリムが生 じないため環境にもやさ しい

０ 8 第 3 発明のパンツ型吸収性物品は、腹側延出部Xは背側延出部を有 しない

ものであっても良 く、腹側延出部及び背側延出部を共に有 しないものであっ

ても良い。

０ また、腹側外装体 2 A又は背側外装体 2 に、非伸縮部 G 「 2 「， G 「 3

「の長さが相互に異なる第 「及び第 2 帯状伸縮域 G 2 G 3 を設ける一方、

背側外装体 2 B又は腹側外装体 2 Aには、そのような非伸縮部を有する帯状

伸縮域を設けないこともできる。また、腹側外装体 2 A又は背側外装体 2

に、非伸縮部 G 「 2 「， G 「 3 「の長さが相互に異なる第 「及び第 2 帯状伸

縮域 G ０ G 3 を設ける一方、背側外装体 2 又は腹側外装体 2 A には、

おむつ幅方向の長さが等 しい非伸縮部を有する帯状伸縮域を、おむつ縦方向

における、吸収性本体 3 の長手方向の端部から股下部側の端縁 との間の全域

に亘って形成することもできる。

０ ０ また、ウェス ト帯状伸縮域 G 「０、第 「帯状伸縮域 G 2 ０中の伸縮部 G 「



2 ， G 「 2 及び第 2 帯状伸縮域 G 3 ０中の伸縮部 G 「 3 ， G 「 3 等

は、図 2 「のような接合部 2 6 は設けず、全面的に接着された外層シー ト2

2 と内層シー ト2 3 との間に弾性部材 2 が固定 されているもの等であって

も良い。また、おむつ 「Dのように、接合部 2 6 で、外層シー ト2 と内層

シー ト2 3 との間を接合する場合、接合 6 は、平面視千鳥状のパターン

等で形成されていても良い。

０ 次に、本発明のパンツ型吸収性物品の製造方法のよ り好ましい実施態様に

ついて説明する。本実施態様は、第 発明の一実施態様である。

本実施態様の製造方法は、上述 した第 「実施形態のおむつ 「を連続的に製

造する方法である。

但 し、本実施態様で製造するおむつ 「は、図 2 6 に示すように、腹側外装

体 2 A及び 又は背側外装体 2 の下端付近の構成が、図 3 に示 したものと

若干異なっている。

０ また、本実施態様で製造するおむつ 「においては、おむつ 「の縦方向 ( X

方向) に接合 6が間欠的に直列配置されてなる縦接合部列が、おむつ 「

の横方向 ( Y方向) に複数列形成されている。また、それらの縦接合部列に

おける各接合部のX方向の位置も全ての縦接合部列において一致 している。

また、おむつ 「の縦方向 ( X方向) に接合部 2 6が直列配置されてなる縦接

合部列も形成されており、該縦接合部列は、おむつ 「の横方向 ( Y方向) に

間隔をおいて複数列形成されている。

０ 3 本実施態様の製造方法は、図 に示すように、 2 枚の帯状シー ト「 2

「 2 3 を、複数本の弾性部材 2 を介在させて重ね合わせる重合エ程、図 2

7 に示すように、重ね合わせた 2 枚の帯状シー ト「 2 ， 「 2 3 に、流れ方

向 ( D ) に接合部 2 6が直列状態に並んだ 3 木以上の接合部列 ( 」「～」
7 ) が形成され且つ複数本の弾性部材 2 それぞれの両側に接合部列が位置

するように、接合部 2 6 を形成 して両帯状シー ト「 2 ， 「 2 3が部分的に

接合 された複合シー ト「００を得る接合エ程、図 2 7 に示すように、複合シ

ー ト「００を、一つの接合部列」 を構成する複数個の接合 6 C 6



c ・・のそれぞれが交差方向 ( C D ) に 2 分されるように分割 し、 2 木の細

幅帯状シー ト「０ A ， 「０ を得る分割エ程、図 に示すように、 2 木

の細幅帯状シー ト「０ A ， 「０ を、両者間に間隔を設けて連続搬送 し

ながら、 2 木の細幅帯状シー ト「０ A ， 「０ に吸収性本体 3 を架 け渡

すように固定 して吸収性物品連続休 「０「を得る吸収性本体固定エ程、吸収

性物品連続休 「０「を 2 つ折 りする 2 つ折 りエ程、及び、 2 つ折 りした吸収

性物品連続休 「０「にサイ ドシール部 ， を形成 し、該吸収性物品連続休

「０「を切断 して個々のパンツ型使い捨ておむつ 「を得る切断エ程を具備 し

ている。

０ 本実施態様の製造方法について、図 及び図 2 7 を参照 して説明する。

本実施態様の製造方法においては、図 に示すように、外層シー トの原反

である幅広の帯状シー ト「 2 と、内層シー トの原反である幅広の帯状シー

ト「 2 3 とを、両者間に複数本の弾性部材 2 を伸長状態で介在させた状態

に重ね合わせる (重合エ程 ) 。両帯状シー ト「 2 ， 「 2 3 を重ね合わせる

前には、図示 しない接着剤塗エ機で、帯状シー ト「 2 及び 又は帯状シー

ト「 2 3 に、端部固定部 2 7及び吸収性本体側固定部 2 8形成用の接着剤を

間欠的に塗エ しておき、ニップロール 9 ０による加圧によ り、弾性部材 2

が、両固定部 2 7 8 において帯状シー ト「 2 ， 「 2 3間に固定 される

ようにする。

０ 次いで、重ね合わせた両帯状シー ト「 2 ， 「 2 3 を、周面に接合部 2 6

形成用の凸部及び弾性部材 2 切断用の凸部が形成された加圧口一ル 9 「と

、加圧口一ル 9 「と対向配置されたアンビルロール 9 との間に導入 して部

分的に加圧及び加熱することによ り、上述 した多数の接合 6 を形成する

と共に、吸収性本体 3 が配置される部位の弾性部材 2 を切断する。

接合部 2 6の形成によ り両帯状シー ト「 2 ， 「 2 3 は部分的に接合 され

る (接合エ程 ) 。接合 6の形成は、図 2 7 に示すように、重ね合わせた

2 枚の帯状シー ト「 2 ， 「 2 3 に、流れ方向 ( D ) に接合部 2 が直列

状態に並んだ 3 木以上の接合部列が形成されるように行 う。図 2 7 には、後



に切断される切断線 C 付近に形成された 7 木の接合部列」「～」7 のみを

示 した。また、接合 6 の形成は、図 2 7 に示すように、複数本の弾性部

材 2 それぞれの両側に接合部列が位置するように行 う。例えば、図 2 7 に

示す例では、弾性部材 2 の両側には接合部列」3 と接合部列」 とを形

成 し、弾性部材 2 の両側には接合部列」 と接合部列」 とを形成 して

ある。

０ 6 次いで、弾性部材 2 が介在された状態で積層された接合部 2 で接合 さ

れた両帯状シー ト「 2 2 ， 「 2 3 (複合シー ト「００) を、分割手段 9 3 に

よ り、 2 木の細幅帯状シー ト「０ A ， 「０ に分割する (分割エ程 ) 。

この分割は、図 2 7 に示すように、一つの接合部列」 を構成する複数個の

接合部 2 6 C 6 ， ・のそれぞれが交差方向 ( C D ) に 2 分されるよう

に行 う。図 2 7 に示す接合部 2 6 と接合部 2 6 は、一つの接合部 2 6

が 2 つに分割されて生 じたものである。接合部 2 6 の 2 分割は、 2 等分、

即ちC D方向の長さが等 しい小接合部 2 6 ， 小接合部 2 6 が形成される

ものであっても良いが、 2 等分でな くても良い。接合部 2 6 を 2 分割は、

分割によ り生 じた小接合部 2 6 ， 接合部 2 6 それぞれのC D方向の長さ

が、 ・ 以上、よ り好ましくは 2 以上となるように行 う ことが好

ましい。また、接合部 2 6 の 2 分割は、分割によ り生 じた小接合部 2 6

， 接合部 2 6 それぞれのC D方向の長さが、分割前の接合部 2 6 のC D

方向の長さの 「０～9 ０ 、よ り好ましくは 「～3 O 以上となるように

行 う ことが好ましい。なお、細幅帯状シー トの細幅とは、分割前の複合シー

ト「００の幅に比較 して細いという意味である。

０ 分割される接合部 2 6 は、C D方向の長さが、分割されない他の接合

部と同一であっても短 くても良いが、分割されない他の接合部よ りも長いこ

とが好ましく、例えば、分割されない他の接合部の長さの 「・ ～「 程

度、特に 2 ～ 倍程度の長さとすることが好ましい。

０ 8 分割によ り生 じた 2 木の細幅帯状シー ト ０ A ０ は、腹側外装

体連続休 「０ A 及び背側外装体連続休 「０ として用いられる。腹側外



装体連続休 「０ Aは、概ね、複数個分のおむつ 「の腹側外装体 2 Aが連続

した構成を有 し、背側外装体連続休 「０ は、概ね、複数個分のおむつ 「

の背側外装体 2 が連続 した構成を有 している。

分割手段 9 3 としては、シー トを連続的に切断 し得る各種公知の切断装置

を用いることができ、例えば、シー トの流れ方向の上流側にカ ッタ一刃を備

えたものや、周面又は周縁部に環状の刃を有する円筒又は円盤状のカ ッタ一

、レーザーカッタ一、高圧水流カッタ一等を用いることができる。

図 2 7 に示す分割手段 9 3 は、 D方向と平行な回転軸を有する円盤状の

カ ッタ一であり、周面に鋭利な刃を有 している。複合シー ト「００を挟んで

円盤状のカ ッタ一の反対側には、表面平滑な受け口一ルが配置されている。

円盤状カ ッタ一や受け口一ルは、モータ等によ り所定の速度で回転駆動され

るものでも、複合シー ト「００の搬送に従動 して回転するものであっても良

０ 次いで、腹側外装体連続休 (細幅帯状シー ト) 「０ A と背側外装体連続

休 (細幅帯状シー ト) 「０ とを、両者間に所定の間隔を設けた状態て連

続搬送 しながら、腹側外装体連続休 「０ A と背側外装体連続休 「０ と

に、吸収性本体 3 を架 け渡すように固定する (吸収性本体固定エ程 ) 。

吸収性本体固定エ程及び該エ程以後のエ程は、上述 したおむつ 「の製造方

法と同様である。なお、おむつ連続休 「０「の切断は、サイ ドシール部 ，

の形成と同時に行 う こともできる。

０ 8０ 本実施態様の製造方法によれば、積層状態にある帯状シー ト「 2 ， 「 2

3 を切断 して、 2 木の細幅帯状シー ト「０ A ， 「０ を得ており、それ

らから腹側外装体 2 A及び背側外装体 2 を得ているため、図 2 8 に示すよ

うに、腹側外装体 2 A及び背側外装体 2 の下端 (股下部側の端 ) において

、外層シー ト2 の端縁 と内層シー ト2 3の端縁 とが一致 しており、腹側外

装体 2 A及び背側外装体 2 の下端に、図 2 8 に示すように、外層シー ト2

2 が形成する襄 2 と内層シー ト2 3が形成する襄 2 とに囲まれた中空部

3 ０が開口しており、外観がよい。また、その開口状態が比較的安定に維持



されるため、中空 3 ０又は襄 2 9 間の凹部を介 して空気の良好に流通 し、

優れたムレ防止性及び装着感が得 られる。ムレ防止性は、内層シー ト2 3及

び外層シー ト2 が通気性シー トからなる場合に一層良好である。

０ 8 また、本実施態様の製造方法によれば、外装体形成用の帯状シー ト「 2

， 「 2 3から、レッグ開口部形成用の トリムを除去 しないでパンツ型使い捨

ておむつを製造することができるため、 トリムの除去や再利用に必要なエ程

を不要として、パンツ型使い捨ておむつを効率的且つ経済的に製造すること

ができる。また、 トリムが生 じないため環境にもやさ しい。

０ 8 本発明 (第 発明) の好ましい実施態様に基づき説明したが、本発明 (第

発明) のパンツ型吸収性物品の製造方法は、上述 した実施態様に制限され

るものではない。

例えば、上述 した実施態様においては、サイ ドシール部 ， を、腹側外

装体連続休 「０ A及び背側外装体連続休 「０ それぞれの全幅に亘 らな

いように形成 し、おむつ 「の腹側外装体 2 A及び背側外装体 2 にサイ ドシ

ール ， よ り下方に延出する延出部分 2 「 a ， 2 「 b を有するパンツ型使

い捨ておむつ 「を製造 したが、サイ ドシール部 ， を、腹側外装体連続休

「０ A及び背側外装体連続休 「０ それぞれの全幅に亘るように形成 し

て、そのような延出部分 2 「 a ， 2 「 b を有 しない腹側外装体 2 A及び背側

外装体 2 を備えたパンツ型使い捨ておむつを製造することもできる。

また、上述 した実施態様においては、図 2 7 に示すように、帯状シー ト「

2 ， 「 2 3 に形成 した接合部列」「～」7 は、各接合 6の D方向の

位置が一致 していたが、隣接する接合部列」「～」7 で、接合部 2 6の位置

を半 ピッチ分ずらして、全体として千鳥状に接合 6 を形成することもで

きる。個々の接合部 2 6の形状も、長方形の他、長円形、楕円形、円形、菱

形等、任意の形状とすることができる。

０ 8 また、腹側外装体連続休 「０ A及び 又は背側外装体連続休 「０ は

、図 に示すように、流れ方向に沿 う一方の側部 「０ A ， 「０ を

折 り返 されるものであっても良いし、そのような折 り返 しエ程を経ることな



く切断されて、腹側外装体 2 A 又は背側外装体 2 となるものであっても良

０ 8 以上、本発明のパンツ型吸収性物品及びその製造方法を、好ましい実施形

態 (態様 ) に基づき説明したが、本発明は上述 した実施形態に制限されるも

のではない。

０ 8 例えば、サイ ドシール部 は、外装体の側縁部 2 a b に形成されるが

、サイ ドシール部 の外側に非接合部分を有 していてもよい。すなわち、腹

側外装体 2 A の側縁部 2 a a 、背側外装体 2 の側縁部 2 b b とが

接合 されて形成されたサイ ドシール部 の外側に、腹側外装体 2 A 及び 又

は背側外装体 2 とが非接合状態で存在する非接合部分を有 していてもよい

０ 8 また、おむつ 「、 「A 、 「日、 「C等における端部固定部 2 7 は、腹側外

装体 2 A 又は背側外装体 2 のおむつ幅方向 ( Y方向) の端縁 との間にある

程度の距離 (例えば 超 2 ０ 以下の隙間) を設けて形成されていて

も良い。

０ 8 また、パンツ型吸収性物品は、幼児又は成人用のパンツ型使い捨ておむつ

の他、パンツ型の生理用ナプキン等であっても良い。

上述 した一の実施形態における説明省略部分及び一の実施形態のみが有す

る要件は、それぞれ他の実施形態に適宜適用することができ、また、各実施

形態における要件は、適宜、実施形態間で相互に置換可能である。

例えば、図 7 及び図 8 に示 した形態の吸収性本体を、第 実施形態以外の

実施形態のパンツ型使い捨ておむつの吸収性本体として用いることができる

。また、第 発明のパンツ型吸収性物品の製造方法を用いて、第 「実施形態

以外の実施形態のパンツ型使い捨ておむつを製造することもできる。

産業上の利用可能性

０ 88 本発明 (第 「発明) のパンツ型吸収性物品は、外装体が、着用者の腹側に

配される腹側外装体と着用者の背側に配される背側外装体とに分割されたタ

イプのパンツ型吸収性物品でありながら、外観がよ く、ずれ落ち防止性及び



装着感に優れている。

０ 89 本発明 (第 2 発明 のバンツ型吸収性物品は、着用者の腹側に配される腹

側外装体と着用者の背側に配される背側外装体とに分割されたタイプのパン
、ソ型吸収性物品でありながら、外観に優れている。

０ ０ 本発明 (第 3 発明) のパンツ型吸収性物品は、着用者の腹側に配される腹

側外装体と着用者の背側に配される背側外装体とに分割されたタイプのパン
、ソ型吸収性物品でありながら、股下部付近の、外観及び 又はフィット性が

改善されている。

０ 本発明 (第 発明) のパンツ型吸収性物品の製造方法によれば、外観がよ

く、ムレ防止性及び装着感に優れたパンツ型吸収性物品を効率よ く製造する

ことができる。



請求の範囲

請求項 着用者の腹側に配される腹側外装体と、着用者の背側に配される背

側外装体と、腹側外装体及び背側外装体に架 け渡すように固定 された

吸収性本体とを具備 し、腹側外装体と背側外装体の吸収性物品縦方向

に沿 う両側縁部に、腹側外装体と背側外装体とを接合 して形成された

サイ ドシール部を有するパンツ型吸収性物品であって、

腹側外装体及び背側外装体は、それぞれ、吸収性物品縦方向の長さ

が横方向において均一であり、且つ吸収性物品縦方向の長さが前記サ

イ ドシール部の長さよ り長 く、それぞれ、該サイ ドシール部よ り下方

に延出する延出部分を有 しており、

腹側外装体及び 又は背側外装体の前記延出部分における、前記吸

収性本体の両側縁それぞれよ り外方に位置する部分が、吸収性物品の

横方向に伸縮性を有 している、パンツ型吸収性物品。

請求項 腹側外装体と背側外装体とは、前記延出部分の延出長さがほぼ等 し

い、請求項 「記載のパンツ型吸収性物品。

請求項3 腹側外装体及び背側外装体は、それぞれ、外層シー トと該外層シー

トの内面側に配された内層シー トと、両シー ト問に配された複数本の

弾性部材とを備えており、

前記延出部分における前記伸縮性を有する伸縮部は、外層シー トと

内層シー トとの間が多数の接合部で接合 され、該接合部によって、吸

収性物品縦方向に間欠的に配置されてなる縦接合部列を複数列形成さ

れており、前記伸縮部に配置された複数本の弾性部材が、それぞれ、

縦方向に隣 り合 う接合部間を通るように配されている、請求項 「又は

2 載のパンツ型吸収性物品。

請求項 腹側外装体の前記延出部分と吸収性本体の接合幅が、背側外装体の

前記延出部分と該吸収体本体の接合幅に比べて小さい、請求項 1 ～3

の何れか記載のパンツ型吸収性物品。

請求項 前記吸収性本体には、吸収性物品縦方向に沿 う縁部に弾性部材が配



置されており、前記延出部分において、該弾性部材が配置されている

吸収性本体の縁部と腹側外装体及び 又は背側外装体とは接合 されて

いない、請求項 「～ の何れか記載のパンツ型吸収性物品。

請求項 着用者の腹側に配される腹側外装体と、着用者の背側に配される背

側外装体と、腹側外装体及び背側外装体に架 け渡すように固定 された

吸収性本体とを具備 し、腹側外装体と背側外装体の吸収性物品縦方向

に沿 う両側縁部に、腹側外装体と背側外装体とを接合 して形成された

サイ ドシール部を有するパンツ型吸収性物品であって、

腹側外装体及び背側外装体は、それぞれ、吸収性物品縦方向の長さ

が前記サイ ドシール部の長さよ り長 く、それぞれ、該サイ ドシール部

よ り下方に延出する延出部分を有 しており、

腹側外装体の前記延出部分においては、 2 枚のシー ト問に弾性部材

が配されており、

その弾性部材の一木又は複数本は、腹側外装体の側縁部Xはその近

傍に設けられた端部固定部において前 枚のシー ト問に固定 されて

いる一方、端部固定部間においては、該 2 枚のシー トの何れにも固定

されておらず、

腹側外装体の前記延出部分における吸収性本体と重なる部分に、前

枚のシー ト問が接合 された線状接合部が、吸収性物品幅方向に延

びて形成されている、パンツ型吸収性物品。

請求項 前記線状接合部が、吸収性物品縦方向に間隔を開けて複数本形成さ

れている、請求項 6 載のパンツ型吸収性物品。

請求項8 複数の前記線状接合部は、着用時に下方に位置するものほど、吸収

性物品横方向の長さが短 くなっている、請求項 7 載のパンツ型吸収

性物品。

請求項 腹側外装体及び背側外装体は、それぞれ、前記延出部分の延出長さ

が、該サイ ドシール部の長さの ～ ０ である、請求項 「～8 の

何れかに記載のパンツ型吸収性物品。



請求項 ０ 着用者の腹側に配される腹側外装体と、着用者の背側に配される背

側外装体と、腹側及び背側外装体に架 け渡 して固定 された吸収性本体

とを具備 し、腹側外装体と背側外装体とが環状に連結 されているパン
、ソ型吸収性物品であって、

腹側及び 又は背側外装体における、前記吸収性本体の長手方向の

端部の位置よ り股下部側に、吸収性物品の横方向に伸縮する第 「帯状

伸縮域及びそれよ り股下部側に位置し、吸収性物品の横方向に伸縮す

る第 2 帯状伸縮域を有 しており、

第 「及び第 帯状伸縮域は、それぞれ、腹側Xは背側の外装体を構

成する 2 枚のシー ト問に弾性部材を伸長状態で配 して形成され、且つ

前記吸収性本体と重なる部分に該弾性部材の切断によって形成された

非伸縮部を有 しその両側に一対の伸縮部を有 しており、

第 「帯状伸縮域の非伸縮部と第 2 帯状伸縮域の非伸縮部とで、吸収

性物品横方向の長さが異なる、パンツ型吸収性物品。

請求項 腹側外装体と背側外装体の、吸収性物品縦方向に沿 う両側縁部どう

しが接合 されてサイ ドシール部が形成されており、腹側外装体及び背

側外装体は、それぞれ、吸収性物品縦方向の長さが前記サイ ドシール

部の長さよ り長 く、それぞれ、該サイ ドシール部よ り下方に延出する

延出部分を有 しており、

前記第 2 帯状伸縮域は、前記延出部分に有 している、請求項 「０記

載のパンツ型吸収性物品。

請求項 背側外装体が、第 「及び第 2 帯状伸縮域を有 しており、背側外装体

における、該第 2 帯状伸縮域の非伸縮部の吸収性物品横方向の長さが

、該第 「帯状伸縮域の非伸縮部の吸収性物品横方向の長さよ り長い、

請求項 「０記載のパンツ型吸収性物品。

請求項 3 腹側外装体も、前記第 「及び第 2 帯状伸縮域を有 しており、腹側外

装休における、該第 帯状伸縮域の非伸縮部の吸収性物品横方向の長

さが、該第 「帯状伸縮域の非伸縮部の吸収性物品横方向の長さよ り短



い、請求項 1 2 載のパンツ型吸収性物品。

請求項 腹側外装体も、前記第 「及び第 2 帯状伸縮域を有 しており、

装体における、該第 2 帯状伸縮域の非伸縮部の吸収性物品横方向の長

さが、該第 「帯状伸縮域の非伸縮部の吸収性物品横方向の長さよ り長

い、請求項 1 2 載のパンツ型吸収性物品。

請求項 腹側及び背側外装体が、それぞれ、前記第 「及び第 2 帯状伸縮域を

有 しており、背側外装体においては、第 2 帯状伸縮域の非伸縮部の吸

収性物品横方向の長さが、第 「帯状伸縮域の非伸縮部の吸収性物品横

方向の長さよ り短 く、腹側外装体においては、第 2 帯状伸縮域の非伸

縮部の吸収性物品横方向の長さが、第 「帯状伸縮域の非伸縮部の吸収

性物品横方向の長さよ り長い、請求項 「０記載のパンツ型吸収性物品

請求項 腹側及び背側外装体が、それぞれ、前記第 「及び第 2 帯状伸縮域を

有 しており、腹側及び背側外装体のそれぞれにおいて、第 2 帯状伸縮

域の非伸縮部の吸収性物品横方向の長さが、第 「帯状伸縮域の非伸縮

部の吸収性物品横方向の長さよ り短い、請求項 「０記載のパンツ型吸

収性物品。

請求項 腹側及び 又は背側外装体において、第 「及び第 2 帯状伸縮域は、

吸収性物品横方向における非伸縮部の長さの大小M係 と、第 「又は第

2 帯状伸縮域 と吸収性本体との接合部の、吸収性物品横方向の長さの

大小M係 とが一致 している、請求項 「０～1 6 の何れかに記載のパン
、ソ型吸収性物品。

請求項 8 前記請求項 「０～1 6 の何れかに記載のパンツ型吸収性物品の製造

方法であって、

腹側及び背側外装体の原反である 2 枚の帯状シー トを、両者間に弾

性部材を介在させた状態に重ね合わせ、重ね合わせた両帯状シー トを

、周面に弾性部材切断用の凸部を有する凸口一ルと該凸口一ルに対向

配置された他の口一ルとの間に導入 して、該弾性部材を、腹側及び背



側外装体の第 「及び第 2 帯状伸縮域の非伸縮部に対応する部位で切断

する弾性部材切断エ程、及び弾性部材切断エ程後に、前記両帯状シー

トを腹側外装体部分と背側外装体部分とに切断 して分割する分割エ程

を具備する、パンツ型吸収性物品の製造方法。

請求項 請求項 「～「 7 の何れかに記載のパンツ型吸収性物品の製造方法で

あって、

腹側外装体連続休と背側外装体連続休とを、両者間に所定の間隔を

設けた状態て連続搬送 しながら、腹側外装体連続休と背側外装体連続

休とに吸収性本体を架 け渡すように固定 し、おむつ連続休を得るエ程

と、おむつ連続休を 2 つ折 りするエ程 と、 2 つ折 りしたおむつ連続休

に、腹側外装体連続休及び背側外装体連続休それぞれの全幅に亘 らな

いようにサイ ドシール部を形成するエ程 と、サイ ドシール部形成後の

おむつ連続休を個々のおむつに分断するエ程 とを備えたパンツ型吸収

性物品の製造方法。

請求項 ０ 着用者の腹側に配される腹側外装体と、着用者の背側に配される背

側外装体と、腹側外装体及び背側外装体に架 け渡すように固定 された

吸収性本体とを具備 し、腹側外装体の両側縁部と背側外装体の両側縁

部とが接合 されて一対のサイ ドシール部が形成されているパンツ型吸

収性物品の製造方法であって、

2 枚の帯状シー トを、複数本の弾性部材を介在させて重ね合わせる

重合エ程、重ね合わせた 2 枚の帯状シー トに、流れ方向に接合部が直

列状態に並んだ 3 木以上の接合部列が形成され且つ複数本の弾性部材

それぞれの両側に接合部列が位置するように、接合部を形成 して両帯

状シー トが部分的に接合 された複合シー トを得る接合エ程、複合シー

トを、一つの接合部列を構成する複数個の接合部のそれぞれが流れ方

向に交差する方向に 2 分されるように分割 し、 2 木の細幅帯状シー ト

を得る分割エ程、 2 木の細幅帯状シー トを、両者間に間隔を設けて連

続搬送 しながら、 2 木の細幅帯状シー トに吸収性本体を架 け渡すよう



に固定 して吸収性物品連続休を得る吸収性本体固定エ程、吸収性物品

連続休をその幅方向に 2 つ折 りする 2 つ折 りエ程、及び、 2 つ折 りし

た吸収性物品連続休にサイ ドシール部を形成 し、該吸収性物品連続休

を切断 して個々のパンツ型吸収性物品を得る切断エ程を具備する、パ

ンツ型吸収性物品の製造方法。

請求項 重ね合わせた前 枚の帯状シー トを加圧 し、前記吸収性本体を配

置する部位に配された弾性部材を切断するエ程を具備する、請求項 2

０記載のパンツ型吸収性物品の製造方法。
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INTERNATIONAL SEARCH REPORT International application No.
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Box No. II Observations where certain claims were found unsearchable (Continuation of item 2 of first sheet)

This international search report has not been established in respect of certain claims under Article 17(2)(a) for the following reasons:

1. Claims Nos.:
because they relate to subject matter not required to be searched by this Authority, namely:

2. Claims Nos.:
because they relate to parts of the international application that do not comply with the prescribed requirements to such an
extent that no meaningful international search can be carried out, specifically:

3. Claims N。s・:
because they are dependent claims and are not dra廿ed in accordance with the second and third sentences of Rule 6.4(a).

Box No. Ill Observations where unity of invention is lacking (Continuation of item 3 of first sheet)

This International Searching Authority found multiple inventions in this international application, as follows:
The inventions in claims 1 - 9 , 19 relate to a pant-type absorptive article

having an extension part extending downward from side seal parts, and a method
for manufacturing same.

(continued to extra sheet)

I I As all required additional search fees were timely paid by the applicant, this international search report covers all searchable
claims.

I x I As all searchable claims could be searched without effort justifying additional fees, this Authority did not invite payment of

additional fees.

3. As only some of the required additional search fees were timely paid by the applicant, this international search report covers
only those claims for which fees were paid, specifically claims Nos.:

4. No required additional search fees were timely paid by the applicant. Consequently, this international search report is

restricted to the invention first mentioned in the claims; it is covered by claims Nos.:

Remark on Protest The additional search fees were accompanied by the applicant's protest and, where applicable, the
payment of a protest fee.

The additional search fees were accompanied by the applicant's protest but the applicable protest
fee was not paid within the time limit specified in the invitation.

No protest accompanied the payment of additional search fees.
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Continuation of Box No. Ill of continuation of first sheet (2)

The inventions in claims 10 - 18 relate to a pant-type absorptive
article which has different lengths in the lateral direction thereof
between the non-stretchable part in a first band-like stretchable zone
and the non-stretchable part in a second band-like stretchable zone,
and a method for manufacturing same.

The inventions in claims 20 - 21 relate to a method for manufacturing
a pant-type absorptive article, wherein composite sheets with an elastic
sheet interposed therebetween are divided into two parts, and an absorptive
body is so fixed as to span between the divided parts of said composite
sheet .
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国際調査報告p 国際出願番号 ノ ノ

A ・ 発明の属する分野の分類 (国際特許分類 ( I P C ) )

Int Cl A61F13/496 (2006. 01) i , A61F13/15 (2006. 01) i , A61F13/49 (2006. 01) i

B ・ 調査を行 た分野
調査を行 た最小限資料 (国際特許分類 ( I P C )

Int Cl A61F13/496, A61F13/15, A61F13/49

最小限資料以外の資料て調査を行 た分野に含まれるもの

日本国実用新案公報 1 9 2 2 1 9 9 6 午
日本国公開実用新案公報 1 9 7 1 2 0 1 0 午
日本国実用新案登録公報 1 9 9 6 - 2 0 1 0 午
日本国登録実用新案公報 1 9 9 4 - 2 0 1 0 午

国際調査て使用した電子テ タ ス テ タ ス の名称、調査に使用した用譜

C ・ 関連する 認められる文献
引用文献の 関連する
カテ ホ 引用文献名 及ひ 部の箇所か関連する きは、 その関連する箇所の表示 請求項の番号

JP 2008-142341 A (花王株式会社) 2008. 06. 26, 特許請求の範囲 1-21
段落 [001 1]- [0053], [0068] -[0085], [0089] - [0090] , 図面
(7 ア な し)

JP 8-38546 A (新王子製 株式会社) 1996. 02. 13, 1-9, 11, 18-19
段落 [0003] -[0007] ，図 3 {7 ア な し)

WO 2008/108270 A l (大王製 株式会社) 2008. 09. 12, 4-5, 19

段落 [0002] -[0005] & US 2010/0106123 A & EP 2123241 A l

洋 C 欄の続きにも文献か 挙 されて る。 ヴ テ y ト ア に関する別紙を参 。

ホ 引用文献の力テ の日の役に公表 された文献
ΓA 特に関連のある文献てはな < 、 般的技術水準を示す ΓT 国際出願 日又は優先 日後に公表 された文献てあ て

もの 出願 矛盾するものてはな 、発明の原理又は理論
ΓE 国際出願 日前の出願または特許てあるか、国際出願 日 の理解のために引用するもの

以後に公表 されたもの ΓX 特に関連のある文献てあ て、 当該文献のみて発明
ΓL 優先権主張に疑義を提起する文献又は他の文献の発行 の新規性又は進歩性かな 考えられるもの

日若し は他の特別な理 由を確立するために引用す ΓY 特に関連のある文献てあ て、 当該文献 他の 1 以
る文献 理由を付す 上の文献 t の、当業者に て自明てある組合 に

ΓO 口頭によ る開示、使用、展示等に言及する文献 よ て進歩性かな 考えられるもの
rp 国際出願 日前て、か 優先権の主張の基礎 なる出願 Γ& J 同 テ ト ア 文献

国際調査を完了した日 国際調査報告の発送 日
2 1 . 0 9 . 2 0 1 0 2 8 . 0 9 . 2 0 1 0

国際調査機関の名称及ひあて先 特許庁審査官 権限のある職員 3 B 3 9 3 8

日本国特許庁 ( I S A ノ J P ) 中尾 奈穂子
郵便番号 1 0 0 - 8 9 1 5

東京都千代田区霞か関三T 4 番 号 電話番号 0 3 - 3 5 8 1 - 1 1 0 1 内線 3 3 2 0

様式 P C T ノ I S A ノ2 1 0 (第 2 - ) ( 2 0 0 9 午 7 月 )



国際調査報告 国際出願番号 ノ

C (続き ・ 関連する と認められる文献
引用文献の 関連する
カテ ホ 引用文献名 及ひ 部の箇所か関連する ときは、その関連する箇所の表示 請求項の番号

P, Y JP 2009-153841 A (花王株式会社 ) 2009. 07. 16, 6-8, 10-19
段落 [0016] - [0054] ，図面 τ ァ な し)

JP 2005-279077 A (株式会社瑞光) 2005. 10. 13, 20-21
請求項 1-2, 段落 [0037] -[0038], 4 & WO 2005/094746 A l

JP 10-137288 A (花王株式会社 ) 1998. 05. 26, 1-9, 11, 19

段落 [0004] -[0019] ，図 i-3 ( ァ な し)

A JP 2007-509725 A (ザ プ P クタ ア ド ギヤ ) カ - 1-21
2007. 04. 19, 特許請求の範囲，図面
& US 2005/0107763 A l & EP 1686939 A l & WO 2005/051263 A l

A JP 2008-194160 A (株式会社 VT ドウ ポ ョ 1-21

2008. 08. 28, 特許請求の範囲，図面 (y ァ v な し)

様式 P C T ノ I S A ノ 2 1 O (第 2 - の続き ) ( 2 0 0 9 午 7 月 )



国際調査報告 国際出願番号- ノ

第 欄 請求の範囲の 部の調査かてきな ときの意見 第 の の続き

怯第 条第 3項 ( P C T 17条 (2) (a) の規定によ り、 この国際調査報告は次の理 由によ り請求の範囲の 部に て作
成しな た。

・ r 請求項 は、 この国際調査機関か調査をすることを要 しな 対象に係 るものてある。
ま り、

・ ビ 請求項 は、有意義な国際調査をすることかてきる程度まて所定の要件を価たして
な 国際出願の部分に係 るものてある。 ま り、

3・ r 請求項 は、従属請求の範囲てあ て P C T 規則6・4 (a) の第 文及ひ第 文の規定に
従 て記載されて な 。

第m欄 発明の単 性か欠如して る ときの意見 第 の の続き

次に述 るょ にこの国際出願に二以上の発明かぁる とこの国際調査機関は詔、めた。
請求項 1 - 9 , 1 9 に係 る発明は、サイ ド I 部 よ り下方に延出する延出部分を有する

ツ型吸収性物品及びその製造方法に関するものである。

請求項 1 0 - 1 に係 る発明は、第 帯状伸縮城の非伸縮部 t 第 2帯状伸縮城の非伸縮部
で、吸収性物品横方向の長 さが典なる ツ型吸収性物品及びその製造方法に関するもので
ある。

請求項 2 0 - 2 1 に係 る発明は、弾性部材を介在 さ た複合 トを 2 分 し、 分 した複合
ン ト問に吸収性本体を架け渡すよ に固定 して ツ型吸収性物品を製造する製造方法
に関するものである。

i ・ r 出願人か必要な追加調査手数科をす て期間内に 寸したのて、 この国際調査報告は、す ての調査可能な請求
項に て作成した。

・ 汀 追加調査手数科を要求するまてもな 、す ての調査可能な請求項に て調査することかてきたのて、追加調
査手数科の納付を求めな た。

・デ 出願人か必要な追加調査手数科を 部のみし 期間内に納付しな たのて、 この国際調査報告は、手数科の納
付のぁ た次の請求項のみに て作成した。

4・ r 出願人か必要な追加調査手数科を期間内に納付しな たのて、 この国際調査報告は、請求の範囲の最初に記載
されて る発明に係 る次の請求項に て作成した。

追加調査手数科の異議の中立てに関する住意
デ 追加調査手数科及ひ、該当する場合には、異議申立手数科の納付 共に、 出願人 ら異議申立てかあ た。

追加調査手数科の納付 と共に出願人 ら異議申立てかあ たか、異議申立手数科か納付命令書に示した期間
内に支払われな た。
追加調査手数科の納付はあ たか、異議申立てはな た。

様式 P C T ノ I S A ノ2 1 0 (第 1 の続葉 ( 2 ) ) ( 2 0 0 9 午 7 月 )
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